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第１章 この報告書の考え方について 

１ 「第２次健康もりやま２１」の策定趣旨と経過 

(1) 策定趣旨 

本市では、平成 15 年３月に市の健康増進計画である「健康もりやま２１」を策定

し、「学び 話し合い実行する健康づくり」を掲げて、市民主体の健康づくりの取組

を進めてきました。 

「第２次健康もりやま２１」は、その後継となる計画であり、すべての市民がと

もに支え合いながら希望やいきがいを持ち、すこやかに心豊かに生活できることを

目指して、各種の事業を進めるため、平成 25 年３月に策定したものです。 

(2) 中間評価の概要 

  「第２次健康もりやま２１」の計画期間前半での進捗を確認し、計画の内容を現状

に即したものとなるよう見直すとともに、それぞれの取組を引き続き推進していくた

め、平成 30 年３月に「第２次健康もりやま２１ 中間評価」をとりまとめました。 

  計画後半の重点プロジェクトにおいては、前半の分野別取組で明らかになった課題

の中から、「健康診査の推進の強化」、「市民が身近に楽しめるスポーツや運動の推進」

に着目し取り組んできました。 

 

２ 最終評価の目的と方法 

(1) 目的 

最終評価は、「第２次健康もりやま２１」の中間評価を踏まえつつ、主として計

画期間後半の進捗・達成を評価することで、後継となる計画策定に向け、課題と

基本的な方針を得る目的で行ったものです。 

 

(2) 方法 

計画した目標値に対する現状値の評価、重点的な取組、基本目標毎の取組の評

価を行うとともに、関連する主要統計の分析、最終評価に合わせて実施した市民

意識調査の分析を踏まえることで、後継となる計画の課題と方針を整理しました。 

 

 

  



ア 目標値に対する現状値の評価 

評価方法、基準は「健康日本 21（第二次）最終評価報告書（厚生科学審議会 

健康日本 21（第二次）推進専門委員会）」に準じて、次のＡ～Ｅの５段階で評価

します。 

 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で、直近の国民健康・栄養

調査等が中止されたことなど、入手できる直近値が令和元（2019）年値である指

標が多いことから、国では、令和元（2019）年までの数値で評価しています。 

本市では、平成 30 年３月に中間評価を実施していることから、令和３（2021）

年値での評価を基本としますが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

を受けていると推察されるものについては令和元年値も考慮します。 

イ 重点プロジェクトや健康分野別の取組の成果の評価 

重点プロジェクトや健康分野別の取組の推進に関係する庁内関係部署に対し

て、評価シートを用いて「取組の自己評価」「主な成果」「課題／今後の方針」を

把握するとともに、ヒアリング調査を行いました。 

  



(3) 体制 

「第２次健康もりやま２１」「第２次守山市食育推進計画」「守山市自殺対策計画」

「守山市生涯歯科保健計画」の一体的な進捗管理を行っている庁内関係部署で構成す

る「守山市健康づくり庁内推進会議」および学識経験者、関係機関・団体等などの健

康づくりに関連した分野の代表で構成する「守山市健康づくり推進協議会」で諮り、

最終評価のとりまとめを行いました。 

 

 

【歯科部会】 

守山市生涯歯科保健推進協議会  

（分野別行動計画の推進） 

【自殺部会】 

守山市自殺対策連絡協議会 

（分野別行動計画の推進） 

連携 

守山市健康づくり推進協議会 

 
（健康づくり全体の推進） 

第２次守山市食育推進計画 

 ～食べて学んで育もう 
みんなの食育の「わ」～  

 

守山市自殺対策計画 

 ～心の健康づくりの「わ」でふれあい・

気づき・つながる・いのちのプラン～  

 

守山市生涯歯科保健計画 

 ～健口づくりの「わ」で、 
生涯健幸に、こころ豊かに～ 

 

第２次健康もりやま２１ 

 ～生涯を通した健康づくりの「わ」 
で輝く人づくり、地域づくり～  

 

健康９分野 （関連計画） 

①生活習慣病 

②栄養・食生活 

③身体活動・運動 

④たばこ 

⑤アルコール 

⑥歯と口腔の健康 

⑦健康診査 

⑧休養・心の健康 

⑨いきがいふれあい 

データヘルス計画※１ 

食育推進計画 

ｽﾎﾟｰﾂ振興計画 

- 

- 

歯科保健計画 

データヘルス計画※１ 

自殺対策計画 

いきいきプラン※２ 

 

連携 

※１ 守山市国民健康保険保健事業実施計画 
※２ 守山市高齢者福祉計画、守山市介護保険事業計画 



第２章 最終評価の結果 

１ 健康寿命の状況 

本計画では「～生涯を通した健康づくりの「わ」で輝く人づくり、地域づくり

～」を基本理念に掲げ、重点プロジェクトをはじめ健康分野別に様々な取組を推

進しています。こうした取組の成果を総合的に測る客観的な指標の 1 つが健康寿

命です。 

本市の令和２年の健康寿命をみると「男性」が 81.6 歳、「女性」が 85.1 歳とな

っています。男性、女性ともに健康寿命が延伸しています。 

「不健康な期間（平均寿命と健康寿命の差）」をみることで、平均寿命の延び以

上に健康寿命が延びているかが分かります。「男性」は差が縮小傾向にあり、令和

２年は 1.45 歳となっています。「女性」は平成 30 年までは差が縮小したのに対

し、令和２年は差が拡大し、3.10 歳となっています。 

「女性」は「男性」よりも平均寿命、健康寿命ともに長いものの、「不健康な期

間」も長くなっています。 

 

歳 

年 



２ 重点プロジェクトの評価 

(1) 第２次計画（中間評価後）の主要事業の取組 

中間評価後の計画の見直しによって、「健康診査の推進と強化」「市民が身近に

楽しめるスポーツや運動の推進」に着目して、以下のとおり重点プロジェクトを

設定しており、その概要と評価は以下のとおりです。 

重点プロジェクト１：受診率向上のための取組 

目標： 生活習慣病や健（検）診に対する積極的な周知・啓発を行うことで、健

（検）診の受診率を上昇させる。 

（関連計画） 第２次健康もりやま２１（健康診査） 

守山市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

●目標値と実績値 

 当初実績値 

（H23） 

中間実績値 

(H28) 

直近値 

（R３） 

目標値 

(R５) 

特定健康診査受診率 35.7％ 37.9％ 41.8％ 60.0％ 

が ん 検

診 受 診

率  

（胃がん）  4.5％ 2.6% 2.9％ 

50.0％ 

（大腸がん）  24.6％ 20.3% 17.8％ 

（肺がん※）  - - 6.7％ 

（子宮頸がん） 33.9％ 25.3% 38.1％ 

（乳がん）  21.9％ 22.0% 28.2％ 

※ 計画の目標としては位置づけていません。 

 

参考）市民アンケート結果にみる受診率 

 当初実績値 

（H23） 

直近値 

（R４） 

健康診査受診率 68.0％ 78.7％ 

が ん 検

診 受 診

率  

（胃がん）  21.3％ 21.9％ 

（大腸がん）  20.5％ 23.0％ 

（肺がん※）  8.7％ 11.4％ 

（子宮頸がん） 25.7％ 35.7％ 

（乳がん）  13.6％ 37.8％ 

 



＜評価の総括＞ 

評価 Ｂ（現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある） 

実績 

概要 

ア 特定健康診査受診率向上の取組 

・ ソーシャル・マーケティングの視点から特定健診の受診率向上を図る

こととし、ナッジ理論を活用した受診勧奨および実施後の効果検証、

効果的なターゲット選定によるアプローチを実施した。 

・ 治療中患者や健診受診者へのアプローチや事業主との連携、ワクチン

接種会場や自治会単位の取組などにおいて、健診の啓発に努めた。 

イ がん検診受診率向上の取組 

・ 胃がん検診における胃内視鏡検査を開始した。（平成 31 年４月から） 

・ 胃がん検診は、X 線検査については 40 歳以上で毎年、内視鏡検査につ

いては 50 歳以上で２年に１回を受診できる環境とした。 

・ 検診お知らせはがき（胃・大・肺）の送付や無料クーポン券（子宮・

乳）の送付などの個別勧奨、動画等を用いた啓発を行い、がん検診受

診率向上に努めた。 

評価と 

課題 

・ 健（検）診受診率向上のため、個別勧奨の強化や無料クーポン券の配

布、性別・年齢に応じた健（検）診の啓発を行うことにより、一部健

（検）診を除き、概ね受診率の向上を図ることができた。 

・ しかしながら、目標値には達していないため、生活習慣病予防、がん

の早期発見・早期治療に向け、受診率の向上に向けた取組が必要であ

る。 

・ 特に、子宮頸がん、乳がんとも無料クーポンの利用率が低いため、若

い女性の健康や健（検）診への関心を高める取組が必要である。 

今後の 

方針 

・ 生活習慣病予防、がん、とりわけ子宮頸がん、乳がんの早期発見・早

期治療のため、健（検）診受診率の向上に資するよう、はがきの送付

時期や掲載内容等の見直し、年齢や性別など属性に合わせた効果的な

勧奨媒体（例：SNS、はがき、電話など）の活用、ナッジ理論を活用し

た個別勧奨等を強化する。 



＜取組の詳細＞ 

ア 特定健康診査受診率向上の取組 

(ｱ) 特定健康診査個別受診勧奨事業 

特定健診の受診履歴、 

結果、問診票のデータ等を元に

効率的・効果的な受診勧奨を行

うため、ソーシャル・マーケテ

ィングの視点を踏まえたデー

タ分析を行い、本市または他市

におけるこれまでの実績をも

とに受診勧奨を実施しました。 

■個別受診勧奨実績 

 H30 年度 

【導入初年度】 

H31（R 元）年

度 
R２年度 R３年度 

発送数 14,997 件 10,945 件 10,000 件 10,000 件 

発送月 ８、11 月 ７、10、１月 ９、１月 ９、１月 

費用 4,148 千円 4,083 千円 4,157 千円 4,158 千円 

特定健診の 

受診者

数と受

診率 

4,504 人／10,399 人 4,396 人／10,155 人 4,173 人／10,154 人 4,153 人／9,930 人 

43.3％ 43.3％ 41.1％ 41.8％ 

伸び率 4.9％ 0％ -2.2％ 0.4％ 

成果 

導 入 初 年 度 で

40％ を 初 め て

超え、受診率が

向上した。 

導 入 年 度 と 同

じ 受 診 率 を 保

つ こ と が で き

た。 

新 型 コ ロ ナ ウ

イ ル ス 感 染 症

の流行により、

県 内 の 受 診 率

が下がる中、減

少率（-2.2%）

は、県内２番目

の 低 さ で あ っ

た。 

新 型 コ ロ ナ ウ

イ ル ス 感 染 症

の 流 行 に よ る

受 診 控 え が あ

ったが、前年度

を 上 回 る 受 診

率であった。し

かしながら、コ

ロ ナ 禍 前 の 水

準 に は 回 復 す

る こ と は で き

なかった。 

考察な

ど 

・ 過去の受診履歴より対象者を７つに分類し、それぞれにナッジ

理論を活用した効果的な受診勧奨を行うことにより、受診率向

上（維持）を図ることができたと考えられる。 

・ 一方で受診率は伸び悩んでおり、これまで以上に行動変容につ

ながるような勧奨方法（時期、資材等）の再考は必要である。 

 

＜特定健診の受診勧奨はがき＞ 



(ｲ) 未受診アンケートの実施 

平成 31 年度までは、特定健康診査受診券にアンケートを同封し、特定健康

診査対象者全員に送付をしていましたが、令和２年度からは特定健診未受診

者への単独でのアンケート送付としました。 

アンケート結果より、未受診理由（医療管理中、事業主健診済、健康に自信

がある等）を把握し、事業主健診受診者へは結果提供を依頼する等しました。

■未受診アンケートの実施 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

発送数 11,675 通 11,324 通 2,554 通 2,600 通 

発送月 ５月（特定健診受診券発送時に同封） 12 月 ２月 

回収数 1,374 件 1,551 件 441 件 414 件 

回収率 11.8％ 13.7％ 17.3％ 15.9％ 

(ｳ) 治療中患者情報提供票の活用 

特定健康診査未受診者のうち、生活習慣病等で治療中の方に治療中患者情

報提供票を送付し、医療機関への提出を勧奨しました。 

■治療中患者情報の提供 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

件数 12 件 31 件 47 件 37 件 



(ｴ) 事業主健診の結果把握 

商工会議所での健診受診者や未受診者アンケート結果、過去受診履歴を確

認するなか、事業主健診の結果提供依頼を行いました。 

■事業主健診結果の提供 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

件数 65 件 65 件 68 件 54 件 

(ｵ) その他の啓発 

〇 コロナワクチン接種会場や自治会回覧による啓発 

新型コロナウイルスワクチン大規模接種会場や自治会回覧において、動画

やチラシなどにより、健診の啓発を行いました。 

〇 「わ」で輝く自治会応援報償事業との連携 

「わ」で輝く自治会応援報償事業（健康づくり、生きがいづくり）により、

出前講座やチラシ、広報などを用いて、健診の受診率向上への取組やその他

健康づくり介護予防に資する取組を推進しました。 

■「わ」で輝く自治会応援報償事業における取組 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

自治会数 59 自治会 65 自治会 65 自治会 62 自治会 

＜事業主健診の結果提供依頼＞ 
＜新型コロナウイルスワクチン 

大規模接種会場での啓発チラシ＞ 

  



ア がん検診受診率向上の取組 

(ｱ) 胃内視鏡検査の導入 

平成 30 年度に胃がん検診検討委員会を立ち上げ、胃内視鏡健診の実施に向

けた検討を始め、平成 31 年度から、これまで実施をしていた胃のＸ線検査に

加えて、胃内視鏡検査を開始しました。これにより、胃がんの受診率は上昇し

ています。 

■胃内視鏡検査の導入と拡充 

 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

対象者 50 歳以上の市民（検診受診は２年に１回） 

期間 
平成 31 年４月から 

令和２年３月まで 

令和２年４月から 

令和３年３月まで 

令和３年４月から 

令和４年３月まで 

実施 

医療機関 
済生会守山市民病院 

徳林クリニック 

済生会守山市民病院 

徳林クリニック 

済生会守山市民病院 

徳林クリニック 

ひろたに医院 

ヤザマ内科医院 

受診者数 277 人 273 人 516 人 

具体的 

な取組 

・ 胃がん検診運営委員会において、検診の精度管

理。 

・ ２医療機関で検診実施。 

・ 自院で２次読影ができない医療機関での導入方

法の検討 

など 

・ 検診受診機会の確保・

受診率向上を目的に、

実施医療機関を４医

療機関に拡大。 

(ｲ) お知らせはがき、無料クーポンなどによる個別勧奨の実施 

検診対象者の方にお知らせはがきの送付や無料クーポン券（子宮頸がん：

20 歳、乳がん：40 歳）を配布し、また、未利用者に対して再通知はがきを送

付して、検診の受診啓発を行いました。こうした取組により、子宮頸がん、乳

がんなどの受診率は県内でも上位となっています。 

■個別勧奨の取組 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

胃/大/肺がんお知

らせはがき 
5,832 人 21,425 人 21,281 人 21,679 人 

子宮頸がん 

クーポン 
414 人 403 人 487 人 449 人 

（8.7％） （8.2％） （14.8％） （12.0％） 

乳がん 

クーポン 
692 人 635 人 642 人 648 人 

（24.3％） （22.7％） （24.5％） （20.4％） 

胃がん再勧奨 
（送付対象者） 

― 
2,635 人 

（40・50 歳未受

診者） 

2,892 人 
（40・50 歳未受診者と

51～69 歳の過去５年以

内受診者） 

1,378 人 
（過去４年以内未

受診者で前年度内

視鏡未受診者） 

上段：配布数、下段：利用率 



(ｳ) がん患者のアピアランス支援事業(R４～) 

がんの治療により外見上の変化が生じた方が、就学・就労などの社会生活

を継続できるよう、補整具の購入費用を助成しました。令和４年度の申請者

数は 19 人（R4 年 12 月末時点）となっています。 

＜アピアランス支援事業のチラシ＞ 

(ｴ) その他、検診の啓発 

毎年 10 月の「がん検診受診率 50％達成に向けた集中キャンペーン月間」や

「乳がん啓発「ピンクリボン」月間」に合わせた市広報・HP による啓発を行

うとともに、SNS（YouTube、Instagram）を活用した動画広告による啓発を行

いました。 

また、守山市国民健康保険特定健康診査対象者へ、市健（検）診お知らせは

がきを送付し、受診勧奨を行っています。 

＜市健（検）診お知らせはがき＞ 

 



重点プロジェクト２：運動・スポーツを通じた健康づくりの取組 

目標： 気軽に運動を始めることができる機会を提供し、運動を通じた健康づく

りの「わ」を広げる。 

（関連計画） 第２次健康もりやま２１（身体活動・運動） 

守山市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画） 

 

●目標値と実績値 

 当初実績値 

（H23） 

中間実績値 

(H28) 

直近値 

（R3） 

目標値 

(R5) 

運 動 習 慣

者 の 割 合

の増加 
（ 市 民 ア ン

ケート） 

20～64 歳 
男性 46.8％ 

女性 33.9％ 
- 

男性 52.6％ 

女性 43.9％ 

50％ 65～69 歳 
男性 54.3％ 

女性 46.7％ 

男性 48.3％ 

女性 42.6％ 

男性 30.0％ 

女性 58.8％ 

全体 38.9％ - 50.4％ 

※ 直近値の「運動習慣者の割合」は「ほぼ毎日」「週に２～３回」「週に 1 回程度」運動をしていると

回答した人。 

 

＜評価の総括＞ 

評価 Ａ（目標値に達した） 

実績 

概要 

・ 多くの人が気軽に・楽しく運動に取り組むきっかけとなるよう、バー

チャル中山道の踏破をめざす「みんなで健康 200 日チャレンジ！」を

実施した。令和３年度からは、事業趣旨を引き継ぐかたちでスマート

フォン向けアプリ BIWA-TEKU の運用を開始した。 

・ 市民スポーツイベントの開催や、ユニバーサルスポーツ等の普及を

図った。 

・ 高齢者の運動機能の維持・向上や自転車利用の促進を図った。 

評価と 

課題 

・ 健康づくりの推進や生活習慣病の予防のために、気軽に運動を始め

ることができる機会の提供（BIWA-TEKU、市民スポーツイベント等）

を行うことにより、運動習慣者の割合が増加するなど、一定の成果が

得られた。 

・ しかしながら一方で、運動やスポーツを実施している人の割合は 65

～69 歳の男性で 30.0％に低下し、コロナ禍による外出控えなどが影

響していると推察されるため、引き続き運動・スポーツを通じた健康

づくりの取組が必要である。 

今後の 

方針 

・ 運動習慣の定着や生活習慣病の予防のため、引き続き気軽に運動を

始めて継続していけるよう、BIWA-TEKU や市民スポーツイベントなど

の普及啓発・実施と、あわせて参加の促進を図っていく。 

 

  



＜取組の詳細＞ 

ア みんなで健康チャレンジ！事業・（スマートフォン向けアプリ）BIWA-TEKU の推進 

平成 28 年度から実施した「みんなで健康 100 日チャレンジ！」、平成 30 年度

から令和元年度までは「みんなで健康 200 日チャレンジ！」として実施期間を

延長し、運動習慣づくりを推進しました。令和３年度からは、新型コロナウイル

ス感染症の影響による外出機会が減少するなか、気軽に身近に取り組むことが

できるスマートフォン向けアプリ BIWA-TEKU の運用を開始しました。 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

参加者数 
610 人 

（200 チャレ） 

800 人 

（200 チャレ） 

パンフレット版の 

配布のみ 

1,267 人 

（BIWA-TEKU） 

イ 市民スポーツイベントの開催 

年間を通して市主催のスポーツイベントを開催し、参加の働きかけ、スポー

ツ実施率の向上を図っています。令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染

症の影響により中止や規模縮小を余儀なくされました。 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

市民歩こう会 168 人 167 人 中止 70 人 

スポーツフェステ

ィバルもりやま 

交流戦参加者 

約 1,500 人 

スポーツ体験ラリー 

約 600 人 

交流戦参加者 

約 500 人 

スポーツ体験ラリー 

約 350 人 

中止 267 人 

成人祝賀駅伝大会 約 1,300 人 約 1,300 人 約 230 人 約 400 人 

ウ ユニバーサルスポーツ事業の推進 

誰もが気軽にできるニュースポーツやユニバーサルスポーツの普及に取り組

みました。 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

成果 

・ 「ゴールボール４か

国合同合宿および国

際強化試合」を滋賀

県で開催。日本初の

試合生中継が実現し

た。 

・ スポーツ体験ラリー

でユニバーサルスポ

ーツを体験してもら

えた。 

・ イオンモール草津で

ホストタウン事業や

ユニバーサルスポー

ツをＰＲした。 

・ スポーツ体験ラリ

ーでユニバーサル

スポーツを体験し

てもらえた。 

・ 市内小中学校等へ

ユニバーサルスポ

ーツの講師派遣を

行った。 

・ イオンモール草津

でホストタウン事

業やユニバーサル

スポーツをＰＲし

た。 

・ 市内小中学校等

へユニバーサル

スポーツの講師

派遣を行った。 

・ 市内小学生とト

ルコ代表のゴー

ルボール選手と

のオンライン交

流を行った。 

・ 市内小中学校等

へユニバーサル

スポーツの講師

派遣を行った。 

・ パラリンピック

の ト ル コ 代 表

（ ゴ ー ル ボ ー

ル、視覚障害者

柔道）の事前合

宿の受け入れを

実施した。 



エ 高齢者の運動機能の維持・向上 

運動機能の維持・向上を目的とした幅広いテーマで出前講座を実施するとと

もに、「守山健康のび体操」「守山百歳体操教室自主グループ」を対象として体力

測定を行い、その結果をもとに理学療法士、保健師、歯科衛生士、管理栄養士等

から介護予防についての講義を行いました。 

オ 自転車利用の促進 

自転車利用の促進のため、購入補助を実施するとともに、市民団体と連携し

たスタンプラリーのイベントを開催しました。感染症対策を行いながら、令和

３年度には 500 人の方にご参加いただきました。 

 H30 年度 H31（R 元）年度 R２年度 R３年度 

自転車購

入補助金 
219 台 211 台 216 台 212 台 

モリイチ

スタンプ

ラリー 

460 人 500 人 502 人 500 人 

  



３ 分野別行動計画の評価 

(1) 生活習慣病 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の生活習慣病の予防に関する取組を進めてい

ます。 

基本 

方向

生活習慣病についての啓発、予防や健康管理に関する情報提供などを進めま

す。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 生活習慣

病に関す

る啓発の

推進 

● 母子保健事業・母子保健相談

指導事等 

● 健康相談事業 

● 子どもと保護者に対する啓発 

● 障害のある人への啓発 

● 地域団体や関係機関等と連携 

● 市広報等の活用 

● 生活保護受給世帯への生活指

導等 

〇 健康寿命の延伸（日常生活

に制限のない期間の平均

の延伸） 

〇 がんによる死亡者の減少 

〇 脳血管疾患・虚血性心疾患

による死亡者の減少 

〇 高血圧の改善（収縮期血圧

の平均値の低下） 

〇 脂質異常症の減少 

〇 メタボリックシンドロー

ムの該当者および予備群

の減少 

○ 糖尿病有病者の増加の抑

制 

〇 糖尿病治療継続者の割合

の増加 

〇 血糖コントロール指標に

おけるコントロール不良

者の割合の減少 

〇 介護保険サービス利用者

の増加の抑制 

〇 認知機能低下ハイリスク

高齢者の把握率の向上 

 
② 健康づく

りの推進 

● すこやかまちづくり行動戦

略の推進 

● 「しがの健康づくりサポー

ター」の拡大 

● 「みんなで健康 200 日チャ

レンジ！事業」の推進 

● 健康推進員の養成と活動支

援 

● 自治会応援報償事業 

● 健康に関する団体や自主グ

ループの活動継続・拡大の支

援 

● 健康づくりをテーマとした

講演会等の開催 

 
③ 高齢者の

健康づく

りの推進 

● 高齢者の健康づくり活動事

例の把握と紹介 

● 高齢者の健康づくりと介護

予防についての啓発 

● 介護予防教室の開催や相談

支援 

 

④ 障害のあ

る人の健

康づくり

の推進 

● 本人・保護者等に対する啓発

等 

● 障害者施設における健康教

室等の実施 

 
⑤ 市民の健

康状態の

把握 

● 健康づくりに関する各種統

計や健診結果等の活用 



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が９個、「現時点では目標値に達して

いないが改善傾向にある（Ｂ）」が２個、「変わらない（Ｃ）」が４個、「悪化して

いる（Ｄ）」が５個、「評価困難（Ｅ）」が１個となっています。 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

健康寿命（男性） ※１ 

79.1 歳 80.5 歳 80.6 歳   

Ｄ 
2 

(H17) 
位 

3 
(H22) 

位 
４ 

(H27) 
位 １ 位 

健康寿命（女性） ※１ 

82.9 歳 83.9 歳 83.8 歳   

Ｄ 
18 

(H17) 
位 

12 
(H22) 

位 
13 

(H27) 
位 １ 位 

がんによる死亡者数  

※２ 
145 

(H22) 
人 170 人 

172 
(R2) 

人 現状より減少  Ｄ 

悪性新生物 

標準化死亡比（男性） 
※１ 

95.5 
(H12～21) 

 92.4 
(H17～26) 

 91.4 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ａ 

悪性新生物 

標準化死亡比（女性） 
※１ 

93.1 
(H12～21) 

 94.0 
(H17～26) 

 96.8 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ａ 

脳血管疾患 

標準化死亡比（男性） 
※１ 

78.0 
(H12～21) 

 74.7 
(H17～26) 

 79.6 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ａ 

脳血管疾患 

標準化死亡比（女性） 
※１ 

83.5 
(H12～21) 

 82.0 
(H17～26) 

 90.4 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ａ 

虚血性心疾患 

標準化死亡比（男性） 
※１ 

57.0 
(H12～21) 

 59.9 
(H17～26) 

 75.8 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ｃ 

虚血性心疾患 

標準化死亡比（女性） 
※１ 

66.5 
(H12～21) 

 58.7 
(H17～26) 

 69.2 
(H22～R1) 

 
現状 

維持 
 Ａ 

最高血圧の平均値 

（男性）※３ 
130.4 mmHg 129 mmHg 129.8 mmHg 127 mmHg Ｃ 

最高血圧の平均値 

（女性）※３ 
128.3 mmHg 127 mmHg 128.1 mmHg 125 mmHg Ｃ 

LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 160mg/dl 以

上の者の割合（男性） 
※３ 

9.9 % 9.4 % 7.7 % 7.4 % Ｂ 

LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 160mg/dl 以

上の者の割合（女性） 
※３ 

12.3 % 15.4 % 12.2 % 9.2 % Ｃ 

メタボ リックシン ドロ

ームの該当者の割合  

※３ 
17.1 % 17.9 % 19.3 % 15.8 % Ｄ 

メタボ リックシン ドロ

ームの予備群の割合  

※３ 
9.9 % 10.3 % 10.2 % 9.0 % Ｃ 

HbA1c6.5%（NGSP 値）以

上の者 のうち治療 中と

回答した者の割合 ※３ 

47.1 % 45.5 % 53.3 % 57.0 % Ｂ 



指標 
当初実績値 

（H23） 
中間実績値 

（H28） 
直近値 

（R3） 
目標値 

(R4) 
評価 

糖尿病 治療薬内服 中の

者の割合  ※３ 
6.4 % 6.5 % 8.6 % 

現状 

維持  Ｄ 

HbA1c6.5%（NGSP 値）以

上の者の割合  ※３ 
10.6 % 8.5 % 10.7 % 

現状 

維持  Ａ 

HbA1c8.4%（NGSP 値）以上の

者の割合  ※３ 
1.0 % 0.6 % 0.7 % 1.0 % Ａ 

介護保険認定率 ※４ 16.7 % 16.7 % 
16.5 
(R2) 

% 16.7 % Ａ 

認知 機能低 下ハイ リスク

高齢者の発見率の向上  

※５ 
10.1 % -  -  

10.0 
現状維持 

% Ｅ 

※１：滋賀県健康づくり支援集、※２：南部健康福祉事務所事業年報、※３：特定健康診査 

※４：介護保健事業状況報告、※５：介護予防事業実施状況調査(基本チェックリスト) 

  



ウ 行政の取組 

(ｱ) 生活習慣病に関する啓発の推進 

事業名 取組 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

母 子 保 健

事 業 ・ 母

子 保 健 相

談 指 導 事

等 

母子保健事業（プレマ

マサロン・すくすく健康

相談・赤ちゃんサロン・カ

ンガルー教室・よちよち

サロン）や母子保健相談

指導事業（妊産婦・新生児

訪問）等の支援を通じて、

正しい生活習慣の確立に

関 す る 啓 発 を 推 進 し ま

す。 

母子保健事業や母子保健相談

指導事業において、参加者のニー

ズに合わせ、一人でも多くの方に

参加して頂けるよう手法を工夫

しながら事業を推進することに

より、概ね予定通りに事業を推進

し、母子に対し、保健師・管理栄

養士よる対面での生活習慣病の

啓発を実施しています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

健 康 相 談

事業 

乳 幼 児 か ら 高 齢 者 ま

で、保健師や栄養士、歯科

衛生士等による健康相談

事業を実施します。 

健康相談事業において、参加者

のニーズに応じた事業展開をし

ています。測定会と相談会の別日

開催や一回の来所で多職種に相

談ができる相談会を実施してい

ます。 

Ａ 

すこやか

生活課 

子 ど も と

保 護 者 に

対 す る 啓

発 

乳幼児期からの規則正

しい生活習慣の確立をめ

ざし、子どもと保護者に

対 す る 啓 発 を 推 進 し ま

す。 

毎月発行する保健だよりや給

食だよりを通じて、園児と保護者

に対する啓発を行っています。 Ａ 

保育幼稚

園課 

障 害 の あ

る 人 へ の

啓発 

障害のある人の生活習

慣病を予防するため、本

人・保護者等に対する啓

発を行うとともに、食生

活や運動等総合的な支援

を推進します。 

自立支援協議会等で事業の案

内を行う等、障害のある人が食生

活の改善等に取り組むきっかけ

作りに取り組んでいます。 

Ｃ 

障害福祉

課 

障害のある人が健康に不安の

ある時や生活習慣の改善が必要

な際に、相談や指導を受けられる

体制を整え、本人・保護者等に対

して食生活や運動等の総合的な

支援を行っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

地 域 団 体

や 関 係 機

関 等 と 連

携 

地域団体や関係機関等

と連携し、ライフステー

ジに応じた生活習慣病に

関 す る 啓 発 を 推 進 し ま

す。商工会議所等の関係

機関と連携し、わかりや

すい情報提供の充実を図

ります。 

守山市健康推進員連絡協議会

や滋賀県栄養士会などの関係機

関・関係団体と連携し、ライフス

テージに応じた生活習慣病に関

する啓発を行っています。 
Ａ 

すこやか

生活課 

市 広 報 等

の活用 

市広報をはじめ、各種

団体等の機関誌を活用す

るなど、啓発内容の工夫

を図ります。 

市の管理する媒体においては、

年間を通じて様々な記事を掲載

し、啓発の機会を持っています。 
Ｂ 

すこやか

生活課 



事業名 取組 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

生 活 保 護

受 給 世 帯

へ の 生 活

指導等 

生 活 保 護 受 給 者 世 帯

（者）に対し、適正・適切

な医療扶助、介護扶助等

の実施に努めます。また、

規則正しい生活習慣や健

康管理のための生活指導

を行います。 

ケースワーカーや保健指導員

による生活指導、訪問・相談・受

診同行・指導等を行い、生活習慣

病の予防や重症化予防のための

取組を実施しています。 

Ａ 

健康福祉

政策課 

 

(ｲ) 健康づくりの推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

す こ や か

ま ち づ く

り 行 動 戦

略の推進 

すこやかまちづくり行

動戦略の３本柱「学んで

知る健康」「つくる健康」

「みんなで広げる健康」

に基づき、関係機関・団体

および庁内関係課と連携

し推進します。 

令和２年度までは、「すこやか

まちづくり行動戦略等庁内推進

協議会」「すこやかまちづくり行

動戦略等市民推進会議」、令和３

年度からは「守山市健康づくり推

進庁内会議」「守山市健康づくり

推進協議会」を開催し、関係機関・

団体および庁内関係課と連携し

ています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

「 し が の

健 康 づ く

り サ ポ ー

タ ー 」 の

拡大 

県（保健所）と連携しな

がら、企業・団体・店舗な

どに働きかけ、「しがの健

康づくりサポーター」の

拡大を図っていきます。 

県から提供される「しがの健康

づくりサポーター」のチラシを、

すこやかセンターや本庁などに

配架し、啓発を行っています。 
Ｂ 

すこやか

生活課 

「 み ん な

で 健 康

200 日 チ

ャ レ ン

ジ ！ 事

業 」 の 推

進 

市民の健康づくりの取

組への動機づけと定着化

支援のため、「みんなで健

康 200 日チャレンジ！事

業」の推進を図ります。 

平成 28 年度から平成 29 年度ま

で、「みんなで健康 100 日チャレ

ンジ！」を実施し、平成 30 年度

から令和元年度までは、「みんな

で健康 200 日チャレンジ！」とし

て、実施期間を延長し、運動づく

りの推進を実施しました。令和３

年度からは、スマートフォン向け

アプリ「BIWA-TEKU」の運用を開始

し、運動機会の提供を行っていま

す。 

Ａ 

すこやか

生活課 

健 康 推 進

員 を 養 成

と 活 動 支

援 

地域での健康づくりを

組織的に推進するため、

健康推進員を養成し、活

動を支援します。また、健

康推進員の取組を広く紹

介していきます。 

健康推進員養成講座を毎年開

講し、新たな健康推進員を養成し

ています。また、新型コロナウイ

ルス感染症の流行やライフスタ

イルの変化等を踏まえ、一部講座

で WEB 配信を行い、受講者の利便

性の向上に努めています。 

 

Ｂ 

すこやか

生活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

自 治 会 応

援 報 償 事

業 

「わ」で輝く自治会応

援報償事業を継続し、地

域での取組や活動等を支

援します。また、未実施の

自治会などへ取組の促進

を図るため、取組事例を

紹介するなどして活用を

促していきます。 

「わ」で輝く自治会応援報償事

業にて健康メニューを続けて実

施することができ、自治会におい

て、このメニューを活用した受診

率向上の取組や介護予防に資す

る取組等の実施につなげていま

す。 

Ｂ 

市民協働

課 

「わ」で輝く自治会応援報償事

業において、「健康」の項目を設

け、「健（検）診受診率向上への取

組」を必須項目と設定し、自治会

内での啓発を実施してもらうよ

うに努めました。その他、「健康づ

くりに資する事業の実施」の項目

では、健康教室の開催、BIWA-TEKU

の啓発等を行っています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

健 康 に 関

す る 団 体

や 自 主 グ

ル ー プ の

活 動 継

続 ・ 拡 大

の支援 

健康に関する団体や自

主グループの活動の継続

お よ び 拡 大 を 支 援 し ま

す。 

健康に関する団体・自主グルー

プを対象に、メタボリックシンド

ロームや生活習慣病に関する勉

強会を毎年継続的に行っていま

す。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

健 康 づ く

り を テ ー

マ と し た

講 演 会 等

の開催 

すこやかまちづくり行

動戦略の「学んで知る健

康」の一つとして、市民啓

発事業として、健康づく

りの推進や生活習慣病予

防のため、健康づくりを

テーマとした講演会等を

開催します。 

健康づくりや生活習慣病予防、

野菜をテーマとしたイベントを

開催することで、市民に対し、健

康について学び、関心を持っても

らう取組ができています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

高齢者の健康づくり・介護予防

健について幅広いテーマで出前

講座を実施することができた。 

Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

令和３年度は、11 月 23 日（祝）

に『もりやまふれあいフェア（も

りやま地域共生大会）』を開催し

ました（平成 30 年度から令和２

年度は台風やコロナ禍のため中

止）。 

Ｃ 

障害福祉

課 

 

  



(ｳ) 高齢者の健康づくりの推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

高 齢 者 の

健 康 づ く

り 活 動 事

例 の 把 握

と紹介 

他市町や各種団体等が

実施する高齢者の健康づ

くり活動の把握を行い、

広報等を通じて活動事例

の 紹 介 を 行 っ て い き ま

す。 

老人クラブの活動を市広報や

自治会回覧等を通じて周知して

います。生活支援サービス一覧に

高齢者の健康づくりに関わる団

体等を掲載し、情報発信をしてい

ます。 

Ｂ 

長寿政策

課 

高 齢 者 の

健 康 づ く

り と 介 護

予 防 に つ

い て の 啓

発 

出前講座や学区・自治

会等での介護予防講座を

通じて、高齢者の健康づ

くりと介護予防について

啓発・支援等していきま

す。 

高齢者の健康づくり・介護予防

について幅広いテーマで出前講

座を実施しています。また、自治

会等で健康教育等を行っていま

す。 

Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

介 護 予 防

教 室 の 開

催 や 相 談

支援 

すこやか訪問事業を引

き続き実施し、地域の担

当保健師等が、地域の特

性に応じた介護予防教室

の開催や相談支援を行い

ます。 

各圏域地域包括支援センター

における介護予防教室について、

地域課題に応じた内容を実施し

ています。 

総合相談について、地区診断等

を行いながら、地域に出向いての

相談支援等を行っています。 

Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

 

(ｴ) 障害のある人の健康づくりの推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

本 人 ・ 保

護 者 等 に

対 す る 啓

発等 

障害のある人の生活習

慣病を予防するため、本

人・保護者等に対する啓

発を行うとともに、食生

活や運動等総合的な支援

を推進します。 

自立支援協議会等で事業の案内

を行う等、障害のある人が生活習

慣病予防に興味を持ち食生活の改

善等に取り組むきっかけ作りに取

り組んでいます。 

Ｃ 

障害福祉

課 

障害のある人が健康に不安のあ

る時や生活習慣の改善が必要な際

に、相談や指導を受けられる体制

を整え、本人・保護者等に対して食

生活や運動等総合的な支援を行っ

ています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

障 害 者 施

設 に お け

る 健 康 教

室 等 の 実

施 

健 康 管 理 が 十 分 で な

く、メタボリックシンド

ローム傾向にある知的障

害のある人などに対し、

保健師・栄養士等を障害

者施設に派遣し、健康教

室等の実施を通じて健康

づくりを推進します。 

ケース会議や窓口相談があった

際に、保健師等に健康に関する助

言や支援を依頼しています。 

Ｃ 
障害福祉

課 

依頼のあったケースに対して、

個別の健康相談や栄養相談を実施

し、健康づくりのための支援を行

っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

 



(ｵ) 市民の健康状態の把握 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

健 康 づ く

り の 各 種

統 計 や 健

診 結 果 等

の活用 

市民の健康状況等を把

握するため、健康づくり

に関する各種統計や健診

結果などを活用します。 

市民への啓発チラシや健康教育

時に、市や県の状況・市の保健事業

の統計結果を活用し、各種啓発を

実施しています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

エ まとめ 

がんによる死亡者数は増加し「悪化している（Ｄ）」となっていますが、標準化

死亡比は男性が 91.4、女性が 96.8 と 100 を下回り、全国と比較して低く、「目標

値に達した（Ａ）」となっています。 

また、脳血管疾患標準化死亡比は男性 79.6、女性が 90.4、虚血性心疾患の標準

化死亡比は男性が 75.8、女性が 69.2 でありいずれも 100 を下回り、全国と比較

して低くなっています。 

糖尿病について、発症予防の指標である糖尿病の有病者「HbA1c6.5%（NGSP 値）

以上の者のうち治療中と回答した者の割合」は「目標値に達した（Ａ）」、「糖尿病

治療薬内服中の者の割合」は「悪化している（Ｄ）」となっています。重症化予防

の指標である、治療継続者の指標「HbA1c6.5%（NGSP 値）以上の者のうち治療中と

回答した者の割合」は、目標を達成していないものの「現時点では目標値に達し

ていないが改善傾向にある（Ｂ）」となっています。 

しかし、半数以上の人が治療を継続できていない状況であり、国の 67.6%も下回っ

ています。血糖コントロール不良者の指標「HbA1c8.4%（NGSP 値）以上の者の割合」

は減少し、「目標値に達した（Ａ）」となっています。指標の達成状況から、発症の

増加を一定程度抑制できいると考えられます。 

しかしながら、メタボリックシンドローム予備軍、該当者の割合はともに目標を

達成しておらず、該当者の割合は増加し、19.3%と国の 15.8%（令和元年）を上回っ

ています。また、計画当初値よりも悪化している状況であり、生活習慣病の予防・

重症化予防の対策が喫緊の課題であると考えられます。 

健康寿命は、男性、女性ともに延伸していますが、県内順位は低下しています。

国においても健康寿命は延伸しており、男性は本市が 80.4 歳、国 79.3 歳、県 80.2

歳と全国、県を上回り、女性は本市が 83.9 歳、全国 83.8 歳、県 84.2 歳と全国と

同程度、県を下回っています。 

「健康」をキーワードに健康で生きがいを持って住み慣れた地域に住み続け、

住みやすさが実感できるまちをめざし、平成 23 年度よりすこやかまちづくり行動

戦略を策定し、３つの柱（「学んで知る健康」「つくる健康」「みんなで広げる健康」）

に基づき、「すこやかまちづくりフォーラム」や「もりやま健康フェスティバル」

「みんなで健康チャレンジ！事業」を推進し、健康づくりの機運を高め、健康意

識の向上には一定の成果を上げることが出来ましたが、一方で新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け、具体的な取組改善には十分には至っていない状況であり、

生活習慣病の予防・重症化予防に向けた、より実行性のある効果的な取組を推進

する必要があります。  



(2) 栄養・食生活 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の栄養・食生活に関する取組を進めています。 

基本 

方向

「栄養や食への関心」を高めるとともに、「適切に食を選ぶ力」や「楽

しく食事を作る力」を身につけられるよう、子どもたちへの食育を進め

ます。 

また、青年期や壮年期、高齢期に対する生活習慣病の予防と、適正体

重の維持のための食生活の改善を進めます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 乳幼児の

栄養の確

保と食生

活習慣の

確立 

● 母子健康手帳交付時

等での助言・指導 

● 保育園・幼稚園・こ

ども園での望ましい

食習慣の確立支援 
〇 朝食を欠食する人（毎日食べ

ない人）の減少 

〇 適正体重の子どもの増加 

 

② 児童・生

徒の栄養

の確保と

食生活習

慣の確立 

● 学校給食の推進と指

導の充実 

● 地場産物を活用した

調理実習 

● 中学校給食の実施 

● 学校給食での 100％

守山産米使用等 

 

③ 市民に対

する栄養

と食生活

の啓発 

● 栄養や食生活に関す

る啓発 

● 関係課・団体等によ

る食育推進事業の推

進 

● 食育講演会 

〇 朝食を欠食する人（毎日食べ

ない人）の減少（再掲） 

〇 適正体重を維持している者の

増加 

〇 適切な量と質の食事をとる者

の増加 

〇 バランスのとれた食事に気を

つけている人の増加 

〇 １日３回規則正しく食事をす

る人の増加 

 ④ 栄養相談

の充実 

● 栄養士による栄養相

談等 

 ⑤ 要介護状

態の予防 

● 配食サービスの実施 

● 介護予防教室や地域

のすこやかサロン等

を通じた啓発 

〇 低栄養傾向の高齢者の割合の

減少 

 ⑥ 食育の推

進 

● 「第２次守山市食育

推進計画」に基づく

食育事業の推進 

― 



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が２個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が２個、「変わらない（Ｃ）」が７個、「悪化している

（Ｄ）」が１個となっています。 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

朝食 の欠食率 （小学５ 年

生）※１ 
3.7 

(H24) 
% 2.7 % 3.9 % 0.0 % Ｃ 

朝食 の欠食率 （中学３ 年

生）※１ 
4.9 

(H24) 
% 4.8 % 5.3 % 3.0 % Ｃ 

朝食の欠食率（20 代男性） 

※２ 
30.4 % - % 

44.4 
(R4) 

% 15.0 % Ｃ 

朝食の欠食率（30 代男性） 

※２ 
31.8 % - % 

24.0 
(R4) 

% 10.0 % Ｃ 

低出生体重児（2500g 未満）

の割合※３ 
9.3 

(H22) 
% 9.6 % 

9.8 
(R2) 

% 減少傾向へ Ｄ 

小学５年生の肥満の割合 

（男子）※４ 
8.8 % 11.4 % 9.2 % 減少傾向へ Ｄ 

小学５年生の肥満の割合 

（女子）※４ 
4.5 % 5.9 % 6.0 % 減少傾向へ Ｄ 

小学５年生のやせの割合 

（男子）※４ 
1.4 % 2.5 % 1.9 % 減少傾向へ Ｄ 

小学５年生のやせの割合 

（女子）※４ 
3.2 % 3.3 % 2.3 % 減少傾向へ Ａ 

肥満（BMI25 以上）の割合 

（20～60 代男性）※２ 
22.9 % － % 

32.8 
(R4) 

% 21.9 % Ｄ 

肥満（BMI25 以上）の割合 

（40～60 代女性）※２ 
12.8 % － % 

17.8 
(R4) 

% 9.1 % Ｄ 

やせ（BMI18.5 未満）の割

合（20 代女性）※２ 
33.3 % － % 

20.0 
(R4) 

% 
現状 

維持 
 

 
Ａ 

食塩摂取量 ※５ 

（値は草津保健所圏内） 
10.7 
(H21) 

g 
9.2 

(H27) 
g 

－ 
※７ 

g 8 g Ｂ 

野菜の摂取量 ※５ 

（値は草津保健所圏内） 
263.6 
(H21) 

g 
286.1 
(H27) 

g 
－ 

※７ 
g 350 g Ｂ 

バラ ンスのと れた食事 に

気を つけてい る人の割 合

※２ 
31.1 % － % 

30.0 
(R4) 

% 34.0 % Ｃ 

ほぼ 決まった 時間に３ 回

食事 をとって いる人の 割

合 ※２ 
64.2 % － % 

62.6 
(R4) 

% 67.0 % Ｃ 

BMI20 未満の高齢者の割合 

※６ 
15.2 % 20.3 % 20.2 % 12.0 % Ｃ 

(参考値) 

※１：滋賀県教育委員会「朝食時摂食状況調査」、※２：市民アンケート 
※３：厚生労働省「人口動態調査」、※４：身体測定および健康診断検査結果統計表 
※５：滋賀県健康栄養マップ調査、※６：特定健康診査・後期高齢者健診、 
※７：滋賀県健康栄養マップ調査の令和５年１月現在の最新データは平成 27 年度のものであ 

ることから、中間評価値で評価 



ウ 行政の取組 

(ｱ) 乳幼児の栄養の確保と食生活習慣の確立 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

母子 健 康

手帳 交 付

時等 で の

助言 ・ 指

導 

母子健康手帳交付

時や訪問指導、健康教

育、乳幼児健診時等を

通じて、栄養や食生活

についての助言・指導

を行います。 

母子健康手帳交付時や訪問指導、健

康教育、乳幼児健診時等を通じて、栄

養や食生活についての助言・指導を行

っています。 
Ａ 

すこやか

生活課 

保育 園 ・

幼稚 園 ・

こど も 園

での 望 ま

しい 食 習

慣の 確 立

支援 

保育園・幼稚園・こ

ども園では、給食や弁

当を通じて、望ましい

食習慣の確立を支援

します。また、昼食時

の参観やお便りを通

じて、保護者への啓発

も行います。 

日々の保育や毎月発行する給食だ

よりを通じて、園児だけでなく、保護

者に対しても望ましい食習慣につい

て啓発しています。 
Ａ 

保育幼稚

園課 

 

(ｲ) 児童・生徒の栄養の確保と食生活習慣の確立 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

学校 給 食

の推 進 と

指導 の 充

実 

豊かで楽しい学校

給食の推進と指導の

充実を図ります。 

地産地消において、落札額の掛け率

を市内産以外と差をつけ、市内産を優

先して、調達しています。 

守山産環境こだわり米、もりやまブ

ランド 11 品目等を中心に、市内農産

物の使用促進を図っています。 

地域の農業者との交流については、

生産者へのインタビューの動画を作

成し、子どもたちに視聴してもらうこ

とで、生産者の思いを伝えることがで

きています。 

Ａ 

保健給食

課 

農政課 

地場 産 物

を活 用 し

た調 理 実

習 

地場産物を教材と

して活用した調理実

習を行うなど、食育の

一層の充実を図りま

す。 

親子料理教室を通じて、地元食材を

利用して、滋賀の伝統料理を作り、子

どもたちが地域の食文化に触れる機

会を提供することができています。 

Ｂ 

保健給食

課 

中学 校 給

食の実施 

中学校給食の実施

を検討します。なお、

給食導入までの間に

ついては、中学校スク

ールランチ事業を推

進します。 

中学校給食開始までの間、食育の観

点から地産地消を中心とした食材を

使い、成長期に適した安全安心な栄養

のある弁当を提供することができま

した。令和４年度からは中学校給食が

全校で開始されました。 

Ａ 

保健給食

課 

 

 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

学校 給 で

の 100 ％

守山 産 米

使用等 

学 校 給 食 に は 、

100％守山産米を使用

します。また、滋賀県

が認証する環境こだ

わり農産物である米

の使用を進めていき

ます。 

学校給食において、滋賀県が認証す

る市内産環境こだわり米（みずかが

み）を 100％使用することができてい

ます。 Ａ 

保健給食

課 

農政課 

 

(ｳ) 市民に対する栄養と食生活の啓発 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

栄 養 や 食

生 活 に 関

する啓発 

栄養や食生活に関

する啓発を強化する

とともに、出前講座等

で推進します。 

妊産期から乳幼児期、高齢期までの

各ライフステージに必要な、栄養や食

生活の正しい情報を適切に提供し、食

育を推進しています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

関 係 課 ・

団 体 等 に

よ る 食 育

推 進 事 業

の推進 

関係課・団体等で食

育テーマを共有し、効

果的な食育推進事業

を推進します。 

関係課・団体等が出席する会議にお

いて、市食育推進計画の共有、様々な

団体と連携した食育の取組について

実施し、市民に対して栄養や食生活に

関する啓発を効果的に行っています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

企人協を通じ、市内企業に向け食育

推進に関するチラシの配布を実施。 Ｃ 
商工観光

課 

令和元年度までは、親子収穫体験会

（料理試食）を開催し、食育の啓発を

実施していました。（令和２年度以降

は新型コロナウイルス感染症の流行

により中止しています。） 

Ｄ 

農政課 

食 育 講 演

会 

すこやかまちづく

り行動戦略の市民啓

発事業として、食に関

する啓発を進めるた

め、食育講演会を開催

します。 

食育の公園から実施手法を変更し

健康フェスティバル（健康イベント）

や出前講座などで食に関する啓発を

実施しました。 

また、（株）平和堂との協働事業で

野菜摂取量測定会や栄養相談会を実

施しました。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

 

(ｴ) 栄養相談の充実 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

栄 養 士 に

よ る 栄 養

相談等 

乳幼児から高齢者

まで、栄養士による栄

養相談を実施すると

ともに、健康診査時を

活用した随時相談や

指導を実施します。 

乳幼児から高齢者まで幅広い年代に

対して、個々の健康状態にあった栄養

相談を行うことができています。また、

オンラインやメール、電話など相談者

の希望にあう形で行っています。 

Ａ 

すこやか

生活課 



(ｵ) 要介護状態の予防 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

配食サービ

スの実施 

ひとり暮らし高齢者

等の低栄養状態を予

防するため、配食サ

ービスを実施すると

ともに、栄養に関す

る啓発を行います。 

これまでの昼食のみの配食に夕食を追

加し、生活状況に応じて利用できるよ

うにすることで、見守りやフレイル対

策をより効果的に実施しています。 
Ａ 

長寿政策

課 

介 護 予 防 教

室 や 地 域 の

す こ や か サ

ロ ン 等 を 通

じた啓発 

低栄養に陥ること

を予防するため、介

護予防教室の開催や

地域のすこやかサロ

ン等を通じて啓発を

行います。 

新型コロナウイルスの影響による学

区や自治会でのサロン開催の自粛、ま

た、感染防止対策からサロンでの食事の

提供が減少したことで、食事を通じた栄

養指導等が困難になっています。 

Ｃ 

長寿政策

課 

管理栄養士、歯科衛生士、言語聴覚士

等の医療専門職から低栄養の予防や口

腔機能の維持について介護予防教室等

で啓発を行っています。 

Ｂ 

地域包括

支援セン

ター 

 

(ｶ) 食育の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

「第２次守山

市食育推進計

画」に基づく

食育事業の推

進 

「第２次守山市

食育推進計画」に

基づき、関係機関・

地域団体、民間事

業者等と連携し、

食べることの大切

さ、健康と食事内

容の関わり、食べ

ることへの興味と

安全・安心の食材

や食品を選択する

力の育成等の食育

事 業 を 推 進 し ま

す。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影

響等で、サロン等は中止・縮小しました

が、乳幼児・高齢者向けに食育啓発チラ

シを作成し、高齢者向けチラシは民生委

員・児童委員の協力により配布しまし

た。 

また、令和３年度より新たに子育てタ

ウンアプリや市ホームページ、Youtube

でも食育情報を発信しています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

多様な献立による学校給食を実施し

ています。具体的には、旬の食材を使用

した給食、行事食、おなかすっきりの日

給食、守山の日給食、滋賀の日給食、全

国味めぐりの日給食、世界味めぐりの日

給食、鉄分たっぷりの日（中学校のみ）、

カルシウムたっぷりの日（中学校のみ）

などを実施しています。 

Ａ 

保健給食

課 

 

  



エ まとめ 

適正体重を判断する BMI について、「肥満（BMI25 以上）の割合（20～60 代男性）

（40～60 代女性）」は、国では男性のみ増加傾向のところ、本市は男性、女性とも

に増加傾向となっています。「やせ（BMI18.5 未満）の割合（20 代女性）」は、本

市では「目標値に達した（Ａ）」となっていますが、国の目標値が 20.0%であり国

と同程度に改善したと言えます。 

健康関心層・無関心層、また若い世代が自分にあった量と栄養バランスの食事

を選択でき、食を通じた健康づくりを実践できるよう、地域での栄養相談や食育

講演会、野菜摂取量測定イベントを実施してきましたが、市民アンケートでの「バ

ランスのとれた食事に気をつけている人の割合」は国の類似指標（「主食・主菜・

副菜を組み合わせた食事が１日に２回以上の日がほぼ毎日の者の割合」）が「悪化

している（Ｄ）」の評価に対して、本市では「変わらない（Ｃ）」となり、改善する

ことは出来ませんでした。また、「青年期」「壮年期」での若い世代の割合が低く、

若い世代へのアプローチが課題といえます。 

また、園児や児童・生徒に給食や栄養通信などを通じた早寝・早起き・朝ごはん

の実践、和食（主菜・主菜・副菜）を推進してきましたが、中学２年生の朝食欠食

率が悪化するなど、大きく改善することはできませんでした。 

「栄養・食生活」は、第２次食育推進計画と同様に、食(育)を通じて、食への関

心を高め、食べることの大切さを学び、全ての年代で健康的な食生活が実践出来

るよう推進することであり、引き続き、生涯を通じた食(育)を進める必要があり

ます。 

  



(3) 身体活動・運動 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の生活習慣病の予防に関する取組を進めていま

す。 

基本 

方向 

いつでも、どこでも、だれとでも運動やスポーツを楽しむことができる場や

機会づくりを進めます。 

また、年齢を問わず身近にできるウォーキングや体操を市全体に広めてい

きます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】

 

① 乳幼児期の

運動習慣の

確立 

● 園児の運動する習慣づくり、体づくり 

● 幼児期の運動遊びの大切さの啓発 

〇 運 動 習 慣

者 の 割 合

の増加 

〇 ロ コ モ テ

ィ ブ シ ン

ド ロ ー ム

（ 運 動 器

症候群）を

認 知 し て

い る 人 の

割 合 の 増

加 

 

② 学校保健・

学校体育事

業の推進 

● 児童・生徒の運動に親しむ力の育成 

 

③ 市民が身近

に楽しめる

スポーツや

運動の推進 

● 各学区の「総合型地域スポーツクラブ」を核

とした事業の推進 

● 地域スポーツの普及・振興 

● 学校体育施設の開放 

● 市主催のスポーツイベントの開催 

● 運動を通じた健康づくりのための講習会や研

修会、スポーツ教室の開催 

● インターネット等による的確なスポーツ情報

やスポーツ観戦機会の提供 

● だれでも気軽に参加できるスポーツイベント

の推進 

 

④ 高齢者の運

動機能の維

持・向上 

● 自治会や各種団体等が実施する高齢者のスポ

ーツや運動を通じた健康づくり活動の奨励 

● 体力向上や介護予防等の出前講座の開催 

● ロコモティブシンドロームの周知と予防方法

の啓発 

● 介護予防に取り組む団体等の活動継続の支援 

 

⑤ 障害のある

人の運動の

推進 

● 障害のある人が気軽に参加できるスポーツ活

動の実施 

● 障害者スポーツ大会などへの参加促進 

● 障害者スポーツ大会等の周知 

● ニュースポーツやユニバーサルデザインスポ

ーツの普及 

 

⑥ 身体活動や

運動しや 

すい環境の

整備 

● 公園施設への遊具の設置、保守点検 

● ユニバーサルデザインを取り入れた施設の改

修等 

● ウォーキングマップの活用 

● 運動習慣の定着や自分の健康チェックに対す

る意識づけ 

● 自転車利用の環境づくり 

● グラウンドゴルフなどを通じた健康づくり 



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が１個、「現時点では目標値に達して

いないが改善傾向にある（Ｂ）」が２個、「変わらない（Ｃ）」が１個、「悪化して

いる（Ｄ）」が１個、「評価不能（Ｅ）」はありませんでした。 

 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

日頃から意識的に運動やス

ポーツをしている人の割合

（20～64 歳男性）※１ 
46.8 % － % 

52.9 

(R4) 
% 50.0 % Ａ 

日頃から意識的に運動やス

ポーツをしている人の割合

（20～64 歳女性）※１ 
33.9 % － % 44.1 % 50.0 % Ｂ 

日頃から意識的に運動やス

ポーツをしている人の割合

（65～69 歳男性）※１ 
54.3 % 48.3 % 46.5 % 65.0 % Ｄ 

日頃から意識的に運動やス

ポーツをしている人の割合

（65～69 歳女性）※１ 
46.7 % 42.6 % 42.7 % 65.0 % Ｃ 

ロコモティブシンドローム

を認知している人の割合 

※１ 

国参考値 

44.4 
県参考値 

15.1 
(H24) 

% － % 
49.0 
(R4) 

% 80.0 % 
Ｂ 

※２ 

※１：市民アンケート、※２：当初実績値の国参考値をもとに評価   

  



ウ 行政の取組 

(ｱ) 乳幼児期の運動習慣の確立 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

園児 の 運

動す る 習

慣 づ く

り、 体 づ

くり 

体操やリズム運動、

運 動 遊 び な ど を 通 じ

て、園児の運動する習

慣づくり、体づくりを

進めます。 

園児の運動能力について実態を把握

するとともに、子ども自身が自分から進

んで運動遊びに取り組めるような保育

内容を計画し、実践しています。 

Ａ 

保育幼

稚園課 

幼児 期 の

運動 遊 び

の大 切 さ

の啓発 

保 育 参 観 等 を 通 し

て、親子で体を動かす

楽しさを味わってもら

うとともに、幼児期の

運動遊びの大切さを啓

発します。 

保育参観で、親子で体を動かす機会を

つくったり、おたより等で園での運動遊

びの様子を知らせたりして、運動遊びの

大切さや家庭でも楽しめる遊びを啓発

しています。 

Ｂ 

保育幼

稚園課 

 

(ｲ) 学校保健・学校体育事業の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

児童・生徒

の 運 動 に

親 し む 力

の育成 

児童・生徒の生涯にわ

たって運動に親しむ資

質や能力を育て、健康の

保持増進と体力の向上

を図ります。 

守山市子どもの体力向上推進委員会

を開催し、各校の取組の交流や新体力テ

ストの結果分析および結果に基づいた

体力向上の方策の協議を行っています。 

各校において、体育科の学習や休み時

間等、子どもたちの体力向上に向けた取

組を実施しています。 

体育主任を中心に、個々の学校の取組

の中で、教職員の資質向上の取組を図る

ことができています。 

Ａ 

保健給食

課 

 

(ｳ) 市民が身近に楽しめるスポーツや運動の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

学 区 の 総

合 型 地 域

ス ポ ー ツ

ク ラ ブ を

核 と し た

事業推進 

市民の主体的なスポ

ーツ活動や地域スポー

ツの活性化をめざし、

各学区の総合型地域ス

ポーツクラブを核とし

た事業を推進します。 

各学区の総合型地域スポーツクラブ

により、歩こう会、グラウンドゴルフ

大会、もりもりスポーツ広場の開催（体

育館の開放）等を実施しました。 
Ｂ 

スポーツ

振興課 

地 域 ス ポ

ー ツ の 普

及・振興 

スポーツ推進委員に

よる地域スポーツの普

及・振興を図るととも

に、市民が身近にスポ

ーツを楽しめるよう、

各種スポーツ振興事業

を推進します。 

地域スポーツの普及・推進を図り、

市民が身近にスポーツに楽しめるよ

う、スポーツ推進委員と連携し、出前

講座を実施しました。 Ａ 

スポーツ

振興課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

学 校 体 育

施 設 の 開

放 

市民の心身の健全な

発達に資することを目

的に、学校体育施設を

開放します。 

市民の心身の健全な発達に資するこ

とを目的に、学校体育施設を開放しま

した。 
Ｂ 

スポーツ

振興課 

市 主 催 の

ス ポ ー ツ

イ ベ ン ト

の開催 

市主催のスポーツ事

業を年間を通して開催

し、各スポーツイベン

ト へ の 参 加 を 働 き か

け、スポーツ実施率を

高め、健康増進や仲間

づくりを図っていきま

す。 

新型コロナの影響により中止を余儀

なくされるイベントもありましたが、

市主催のスポーツ事業を年間を通して

開催し、スポーツ実施率を高め、健康

増進や仲間づくりを図っています。 
Ｂ 

スポーツ

振興課 

運 動 を 通

じ た 健 康

づ く り の

た め の 講

習 会 や 研

修会、スポ

ーツ教室 

運動を通じての健康

づくりのための講習会

や研修会、スポーツ教

室などを推進します。 

運動を通じての健康づくりのための

講習会として、日体大連携事業でサッ

カー教室や野洲川健康ファミリーマラ

ソン大会で SGH 文化スポーツ財団によ

る走り方教室・ウォーキング教室を実

施しています。 

Ｂ 

スポーツ

振興課 

イ ン タ ー

ネ ッ ト 等

に よ る 的

確 な ス ポ

ー ツ 情 報

や ス ポ ー

ツ 観 戦 機

会の提供 

スポーツに対する市

民の多様なニーズに対

応するため、インター

ネット等による的確な

スポーツ情報やスポー

ツ観戦の機会の提供を

図り、市民のスポーツ

活動を支援します。 

広報誌やホームページを活用し、ス

ポーツ情報やスポーツ観戦の機会の提

供を図り、市民のスポーツ活動を支援

しています。 
Ｃ 

スポーツ

振興課 

だ れ で も

気 軽 に 参

加 で き る

ス ポ ー ツ

イ ベ ン ト

の推進 

体育協会や（公財）守

山市文化体育振興事業

団などの関係機関と連

携し、世代間交流や健

常者と障害のある人の

交流を目的とした、だ

れでも気軽に参加でき

る ス ポ ー ツ イ ベ ン ト

（健康づくりや仲間づ

くりの場）などを推進

します。 

市スポーツ協会へ市体育振興費補助

金を交付し、各スポーツ教室の開催等

を支援しました。 

市民運動公園の指定管理事業におい

て、だれでも気軽に参加できるスポー

ツイベントを開催しました。 Ｂ 

スポーツ

振興課 

 

  



(ｴ) 高齢者の運動機能の維持・向上 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

自 治 会 や

各 種 団 体

等 が 実 施

す る 高 齢

者 の ス ポ

ー ツ や 運

動 を 通 じ

た 健 康 づ

く り 活 動

の奨励 

自治会や各種団体等

が実施する高齢者のス

ポーツや運動を通じた

健康づくり活動を奨励

するとともに、随時、広

報などで取組の紹介を

行います。 

ねんりんピック（全国健康福祉祭）

出場者や、老人クラブの活動を広報等

で紹介することで、運動等を通じた健

康づくりに取り組む契機づくりを行

っています。 
Ｂ 

長寿政策

課 

体 力 向 上

や 介 護 予

防 等 の 教

室 や 出 前

講座 

身近な地域に出向き、

体力向上や介護予防等

の教室や出前講座を行

います。 

運動機能の維持・向上を目的とした

幅広いテーマで出前講座を実施して

います。また、自治会等で健康教育等

を行っています。 

Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

ロ コ モ テ

ィ ブ シ ン

ド ロ ー ム

の 周 知 と

予 防 方 法

の啓発 

高齢期の心身機能の

低下を防止するため、介

護予防教室などを通し

て、ロコモティブシンド

ロームの周知と予防方

法を啓発します。 

ロコモティブシンドロームの予防

方法について出前講座等を実施して

います。 
Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

介 護 予 防

に 取 り 組

む 団 体 等

の 活 動 継

続の支援 

百歳体操の自主グル

ープなど、介護予防に取

り組む団体等の活動継

続の支援を行います。 

自治会等で健康教育等を行うこと

で、健康づくりや介護予防の取組を実

践できるよう支援しています。 Ａ 

地域包括

支援セン

ター 

(ｵ) 障害のある人の運動の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

障 害 の あ

る 人 が 気

軽 に 参 加

で き る ス

ポ ー ツ 活

動の実施 

障害のある人の健康

保持・増進を図るため、

関係機関と連携し、気軽

に参加できるスポーツ

活動を実施します。 

障害者団体等のボッチャ事業やヨ

ガ教室等開催の支援を行っています。 

Ｂ 

障害福祉

課 

障 害 者 ス

ポ ー ツ 大

会 等 へ の

参加促進 

活動成果の発表と交

流の場として、障害者ス

ポーツ大会などへの参

加を促進します。 

東京パラリンピックを通じて障害

者スポーツへの興味・関心を高めると

共に、滋賀県障害者スポーツ大会を周

知し参加促進を図っています。 

Ａ 

障害福祉

課 

障 害 者 ス

ポ ー ツ 大

会 等 の 周

知 

障害者スポーツ大会

等の周知を行うことで、

スポーツ活動の拡大に

よる障害のある人の健

康の増進を図ります。 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

ニ ュ ー ス

ポ ー ツ や

ユ ニ バ ー

サ ル デ ザ

イ ン ス ポ

ー ツ の 普

及 

だれもが気軽にでき

るニュースポーツやユ

ニバーサルデザインス

ポーツの普及を図りま

す。 

ユニバーサルスポーツ普及推進事

業として、市内小中学校等へゴールボ

ールや車いすバスケといったユニバ

ーサルスポーツの講師派遣を行って

います。 

 東京 2020 パラリンピックではトル

コ共和国のホストタウンとして、トル

コ共和国選手団（ゴールボール、視覚

障害者柔道）の事前合宿の受入れを実

施しました。 

Ｂ 

スポーツ

振興課 

 

(ｶ) 身体活動や運動しやすい環境の整備 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

公 園 施 設

へ の 遊 具

の 設 置 、

保守点検 

子どもたちの健康を

増進し情操を豊かにす

るため、安全で楽しく遊

べる公園施設として、必

要な遊具の設置や保守

点検を行います。 

平成 28～30 年度に実施した専門業

者による遊具点検の結果、修繕または

対策が必要と判定された遊具につい

て、令和１～３年度の３年間で改修を

行いました。 

市内全域の小公園の遊具について

は、専門業者による点検および自治会

による日常点検の結果を受け、必要な

修繕や改修を行いました。 

Ａ 

土木管理

課 

ユ ニ バ ー

サ ル デ ザ

イ ン を 取

り 入 れ た

施 設 の 改

修等 

市民が安心安全に利

用できる施設として、ユ

ニバーサルデザインを

取り入れた施設の改修

等を行います。 

各担当課が各種一般施策の中で検討

し、実践するにあたり、必要な助言等

を行うユニバーサルデザインアドバイ

ザーを障害者団体等から委嘱し、ユニ

バーサルデザインの普及・促進に努め

ています。 

Ａ 

健康福祉

政策課 

令和４年春に供用開始した環境学習

都市宣言記念公園の遊びの広場につい

ては、インクルーシブ遊具を設置しま

した。 

市内の公園については、市民が安全

安心に利用できるよう、適正な維持管

理に努めています。 

Ｂ 

土木管理

課 

ウ ォ ー キ

ン グ マ ッ

プの活用 

市民が安全に散策や

ウォーキングを行える

ようウォーキングマッ

プを活用し、啓発を行い

ます。 

ウォーキングマップ(紙媒体)をすこ

やかセンターや市役所、地区会館など

で配布し、令和３年度から健康増進ア

プリ BIWA-TEKU の運用を開始し、アプ

リ内でウォーキングマップを活用して

います。 

 

Ａ 

すこやか

生活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

運 動 習 慣

の 定 着 や

自 分 の 健

康 チ ェ ッ

ク に 対 す

る 意 識 づ

け 

市民や市内在勤者に

対して、「みんなで健康

100 日チャレンジ！事

業」を推進し、運動の記

録を行うことや、日々の

体重測定結果を記録す

ることにより、運動習慣

の定着や自分の健康チ

ェックに対する意識付

けを行います。 

運動習慣や健康チェックの意識づけ

を目的に、令和元年度までの期間は「み

んなで健康 200 日チャレンジ！」を、

令和３年度からは「BIWA-TEKU」の運用

を開始しました。 
Ａ 

すこやか

生活課 

自 転 車 利

用 の 環 境

づくり 

歩行者や自転車がと

もに安全に、また、子ど

もや高齢者が安心して

移動できるよう、自転車

利用の環境づくりを進

めます。 

自転車購入補助金については、自転

車利用者の裾野を広げ、日常生活での

利用促進に利用に大きく寄与していま

す。 

また、自転車の利用機会創出、健康

意識向上について、モリイチ・スタン

プラリーでは、毎年募集人数満員での

開催ができています。 

Ａ 

地域振興

課 

グ ラ ウ ン

ド ゴ ル フ

な ど を 通

じ た 健 康

づくり 

グラウンドゴルフな

どを通じた健康づくり

を推進します。 

グラウンドゴルフ場の整備や交流大

会を開催しました。 

Ｂ 

スポーツ

振興課 

 

エ まとめ 

「日頃から意識的に運動やスポーツをしている人の割合」について、本市は 20

～64 歳は増加傾向にあり、男性が「目標値に達した（Ａ）」、女性が「現時点では

目標値に達していないが改善傾向にある（Ｂ）」となっています。国の類似指標「運

動習慣者の割合」をみると、男性が「変わらない（Ｃ）」、女性が「悪化している

（Ｄ）」中で本市は改善傾向にあり、市民歩こう会やスポフェスもりやまなど市主

催のスポーツイベントの開催、ウォーキングマップの配布や BIWA-TEKU アプリ案

内、市民運動公園の整備など市民自らが運動を行える取組を推進した成果である

と考えられます。 

65～69 歳については、本市では男性が「悪化している（Ｄ）」、女性が「変わら

ない（Ｃ）」となっています。国が男性、女性ともに「変わらない（Ｃ）」の評価で

あるところ、本市は男性が悪化となり、今後仕事をリタイアし、地域や家庭での

生活が増えることが予測される年代の身体活動・運動習慣の定着化が課題である

と考えられます。 

また、「ロコモティブシンドロームを認知している人の割合」は、49.0%と国の

44.8%（令和元年）を上回っており、「現時点では目標値に達していないが改善傾

向にある（Ｂ）」となっておりますが、目標とする 80%を下回っている状況であり、

高齢者の心身機能の低下を防止するため、介護予防教室などを通じ、ロコモティ

ブシンドロームの周知と予防の啓発が必要であると考えられます。 



（4）たばこ 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の喫煙に関する取組を進めています。 

基本 

方向

たばこによる健康問題についての理解を深めるとともに、たばこをやめ

たいと思ったときに、それぞれのニーズに応じて確実にサポートできる環

境づくりなど包括的な対策を進めます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 喫 煙 が 及

ぼ す 健 康

影 響 に つ

い て の 知

識の普及 

● 胎児と母体のたばこの健康

影響についての啓発 

● 喫煙が本人ならびに周囲の

人の健康に及ぼす影響等に

ついての啓発 

〇 喫煙が健康に悪い影響が

あると思っている人の割

合の増加 

〇 成人の喫煙率の減少（喫

煙をやめたい者がやめ

る） 

〇 妊娠中の喫煙をなくす 

 

② 未 成 年 者

の 喫 煙 防

止対策 

● 街頭啓発やポスター掲示・出

前講座・行事等を通じた啓発 

● 小中学校における防煙教育

の実施 

● 学校敷地内禁煙の継続 

● 子どもや保護者に対する喫

煙防止指導 

〇 未成年者の喫煙をなくす 

 

③ 非 喫 煙 者

の保護（受

動 喫 煙 の

防止）対策 

● 市や教育機関の施設の敷地

内禁煙・建物内禁煙 

● 民間の公共的施設への全面

禁煙の働きかけ 

● 駅周辺での分煙対策の推進 

● 2020年オリンピック・パラリ

ンピック開催への対応 

〇 受動喫煙の機会を有する

者の割合の減少 

 ④ 禁 煙 支 援

の推進 

● 禁煙個別健康相談・健康教育

等の実施 

● 禁煙支援を行う医療機関等

の情報提供等 

● 肺がん検診・COPD検診を実施 

〇 COPD の認知度の向上 

  



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が８個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が２個、「変わらない（Ｃ）」が２個、「悪化している

（Ｄ）」が３個となっています。 

 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

健康影響の認知度 ※１ 

（肺がん） 
94.8 % － % 

93.6 
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ｄ 

健康影響の認知度 ※１ 

（喘息） 
31.3 % － % 

51.6 
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ａ 

健康影響の認知度 ※１ 

（気管支炎） 
47.8 % － % 

59.2
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ａ 

健康影響の認知度 ※１ 

（心臓病） 
21.5 % － % 

31.9
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ａ 

健康影響の認知度 ※１ 

（脳卒中） 
34.1 % － % 

38.3
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ｃ 

健康影響の認知度 ※１ 

（胃潰瘍） 
11.8 % － % 

16.3
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ａ 

健康影響の認知度 ※１ 

（流産・早産） 
47.9 % － % 

36.0
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ｄ 

健康影響の認知度 ※１ 

（低出生体重児） 
36.6 % － % 

29.4
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ｄ 

健康影響の認知度 ※１ 

（歯周病） 
25.6 % － % 

32.9
（R4） 

% 
増加 

傾向 
 Ａ 

成人の喫煙率 ※１ 13.6 % － % 
12.7
（R4） 

% 8.5 % Ｃ 

未成年者（15～19 歳）の 

喫煙率（男性） ※１ 
7.7 % － % 

0.0 
（R4） 

% 0 % Ａ 

未成年者（15～19 歳）の 

喫煙率（女性） ※１ 
5.3 % － % 

0.0 
（R4） 

% 0 % Ａ 

妊婦の喫煙率 ※２ 3.1 % 1.1 % 1.5 % 0 % Ｂ 

COPD の認知度 ※１ 
国参考 

25 % － % 
55.7
（R4） 

% 80 % 
Ｂ 
※４ 

医療機関の敷地内・施設内

全面禁煙の割合 ※３ 

94.0 
(H24) 

% 100.0 % 
100.0
（R4） 

% 100 % Ａ 

※１：市民アンケート、※２：乳幼児健康管理カード、※３：救急医療ネットしが 

※４：当初実績値の国参考値をもとに評価 

  



ウ 行政の取組 

(ｱ) 喫煙が及ぼす健康影響についての知識の普及 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

胎 児 と 母

体 の た ば

こ の 健 康

影 響 に つ

い て の 啓

発 

母子健康手帳発行時、乳幼

児健診等の母子保健事業の

機会を捉えて、胎児と母体の

たばこの健康影響について

啓発を継続し、支援を積極的

に行います。 

母子健康手帳交付時に喫煙

状況を確認し、喫煙している妊

婦に対し、胎児への影響につい

て説明し、禁煙するよう指導し

ています。夫（パートナー）の

喫煙がある場合には、夫（パー

トナー）の喫煙の影響や禁煙の

必要性について説明していま

す。 

Ａ 

すこやか

生活課 

喫 煙 が 本

人 な ら び

に 周 囲 の

人 の 健 康

に 及 ぼ す

影 響 等 に

つ い て の

啓発 

喫煙が本人ならびに周囲

の人の健康に及ぼす影響や

禁煙の効果等について、健康

診査や健康教育、広報・ホー

ムページ等を活用するなど、

さまざまな機会を通じて正

確で十分な情報提供を行い

ます。 

喫煙が健康に及ぼす影響や

禁煙の効果等について、防煙教

育や広報、啓発チラシなどを活

用し、情報提供を行っていま

す。 
Ａ 

すこやか

生活課 

 

(ｲ) 未成年者の喫煙防止対策 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

街 頭 啓 発

や ポ ス タ

ー掲示・出

前講座・行

事 等 を 通

じた啓発 

関係団体や関係機関と連

携し、街頭啓発やポスター掲

示・出前講座・行事等を通じ

て、市民への啓発を行いま

す。 

厚生労働省が推進する世界

禁煙デーに合わせ、市内公共施

設でのポスター掲示や広報、

HP、有線放送などによる、喫煙・

受動喫煙の健康への影響を周

知啓発しています。 

令和３年度より、教育委員会

と連携し、成人式で喫煙・受動

喫煙による健康への影響に関

してティッシュ配布による啓

発を行いました。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

小 中 学 校

に お け る

防煙教育 

関係機関等と連携し、小・

中学校における効果的な防

煙教育を実施し、効果的な内

容について検討を行い、未成

年者の喫煙の防止について

推進します。 

小学校５年生の保健学習の

中で、喫煙の心身への影響や、

喫煙を勧められたときの断り

方等の学習を行い、未成年者の

禁煙防止を推進しています。 

Ａ 

保健給食

課 

守山市健康推進員連絡協議

会と連携し、小・中学校の児童・

生徒に対し、防煙教育／がん教

育を実施し、合わせて児童・生

徒の保護者には啓発チラシに

よる禁煙啓発を行うことで、周

知啓発を行っています。 

Ａ 

すこやか

生活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

学 校 敷 地

内 禁 煙 の

継続 

各学校は学校敷地内禁煙

を継続します。 

敷地内禁煙であることのポ

スターなどを掲示し、取り組ん

でいます。 

Ａ 
保健給食

課 

子 ど も や

保 護 者 に

対 す る 喫

煙 防 止 指

導 

各学校は学校医・学校歯科

医・学校薬剤師等の協力を得

て、子どもや保護者に対し、

未成年者の喫煙が違法であ

ることに加え、喫煙の健康影

響、妊娠と喫煙の関係等具体

的に指導していきます。 

保健学習の中で、たばこの害

や未成年者の喫煙が違法であ

ること等の学習を行っていま

す。 Ａ 

保健給食

課 

 

(ｳ) 非喫煙者の保護（受動喫煙の防止）対策 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

市 や 教 育

機 関 の 施

設 の 敷 地

内禁煙・建

物内禁煙 

市や教育機関の施設は、敷

地内禁煙または建物内禁煙

とし、来客者にも理解と協力

を求めていきます。 

市が管理する建物は原則敷

地内禁煙とし、特定屋外喫煙場

所以外での禁煙に理解と協力

を求めて取り組んでいます。 

Ａ 

総務課 

学校内が敷地内禁煙である

ことのポスターなどを掲示し

ています。 

Ａ 
保健給食

課 

民 間 の 公

共 的 施 設

へ の 全 面

禁 煙 の 働

きかけ 

保健所と連携し、不特定多

数の人が集まる民間の公共

的施設についても、全面禁煙

を働きかけるよう努めます。 

平成 30 年 7 月に健康増進法

の一部を改正する法律が成立

し、改正内容（公共施設等の敷

地内禁煙、飲食店などの原則屋

内禁煙など）について、県と連

携するなか、市広報・HP・有線

放送などにより周知啓発を行

っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

2020 年 オ

リ ン ピ ッ

ク・パラリ

ン ピ ッ ク

開 催 へ の

対応 

2020 年オリンピックパラ

リンピック開催に向けて、国

の法整備等の動きを注視し、

取組を推進します。 

駅 周 辺 で

の 分 煙 対

策の推進 

駅周辺において、分煙対策

を推進します。 

西口喫煙所の撤去（R２）や東

口喫煙所の拡張（R２）、路上喫

煙禁止区域の指定、禁止区域周

辺の巡回指導業務など、市民か

らの要望も取り入れながら、喫

煙者と非喫煙者の共存を目指

し、対策を実施しています。 

Ａ 

市民協働

課 

  



(ｴ) 禁煙支援の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

禁 煙 個 別

健康相談・

健 康 教 育

等の実施 

たばこをやめたい人に対

し、禁煙個別健康相談・健康

教育を実施するとともに、

特定保健指導の対象者に対

する相談や指導を実施しま

す。 

全戸配布のすこやかセンタ

ーだよりや COPD 検診対象者へ

の啓発チラシにおいて、禁煙希

望者へは禁煙指導および禁煙

支援を行っています。 

また、特定保健指導時に、喫

煙者へは禁煙に向けた個別指

導を行っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

禁 煙 支 援

を 行 う 医

療 機 関 等

の 情 報 提

供等 

禁煙支援を行う医療機関

や薬局についての情報提供

等に努め、禁煙希望者に対

し禁煙支援を行います。 

全戸配布のすこやかセンタ

ーだよりや COPD 検診対象者へ

の啓発チラシにおいて、禁煙個

別相談および禁煙外来につい

て案内し、禁煙希望者へは禁煙

指導および禁煙支援を行って

います。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

肺 が ん 検

診・ 

COPD 検 診

を実施 

肺がん検診・COPD 検診を

実施し、呼吸器疾患の早期

発見に努め、禁煙外来や禁

煙個別健康教育との連携を

図り、禁煙を支援していき

ます。 

肺がん検診・COPD 検診を実施

し、呼吸器疾患の早期発見、早

期治療に努めています。 
Ａ 

すこやか

生活課 

 

 

  



エ まとめ 

「喫煙が健康に悪い影響があると思っている人の割合」について、健康に影響

のある項目を認知度別にみると、９項目中５項目で「目標値に達した（Ａ）」とな

っていますが、「目標値に達した（Ａ）」項目においても、認知度が 40%以下のもの

があり、また、妊娠・出産に係る項目（流産・早産・低出生体重児）においては、

認知度が悪化しています。 

また、「成人の喫煙率」は、本市が 12.7%、国が 16.7%と国を下回っているもの

の、計画策定時からは「変わらない（Ｃ）」状況です。 

喫煙防止への取組としては、ネウボラ面接時に喫煙の影響や禁煙の必要性を妊

婦や夫（パートナー）に説明することや児童・生徒への防煙教育／がん教育の実

施、世界禁煙デーなどに関係機関・関係団体と連携した啓発活動を実施していま

す。 

また、受動喫煙対策として、路上喫煙禁止区域の指定・指定区域の巡回指導や

公共機関などの敷地内禁煙の推進をしています。 

「COPD の認知度」は「現時点では目標値に達していないが改善傾向にある（Ｂ）」

であり、国が 27.8%（令和元年）のところ本市は 54.3%と認知が高くなっており、

これは市独自で COPD 検診を推進している成果であると考えられますが、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大により呼吸器系疾患の関心が高まるなか、更なる検診の

受診率向上にむけた周知啓発に努める必要があります。 

  



(5) アルコール 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民のアルコールに関する取組を進めています。 

基本 

方向

アルコール依存症は病気であることの認識と、健康問題をはじめ社会問

題などについて理解を深めるとともに、本人や家族の状況、ニーズに応じ

て確実にサポートできる環境づくりなど包括的な対策を進めます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 未成年者

の飲酒防

止の推進 

● 小中学校でのアルコールの害

についての啓発 

● アルコールの未成年者への害

についての啓発 

〇 未成年者の飲酒をなく

す 

 

② アルコー

ルの健康

影響につ

いての知

識の普及 

● アルコールに起因する健康へ

の影響の啓発 

● 飲酒量についての啓発 

〇 生活習慣病のリスクを

高める量を飲酒してい

る者の割合の減少 

〇 妊娠中の飲酒をなくす 

 

③ アルコー

ル問題に

ついての

対策の推

進 

● アルコール依存症についての

啓発 

● アルコール依存者の把握と相

談・支援 

● 断酒同友会の活動支援 

● アルコール問題のある人の相

談支援 

● 精神障がい者家族会会員、断

酒会会員等への相談、断酒会

等の団体支援等 

― 

 

  



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が１個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が１個、「変わらない（Ｃ）」が２個、「悪化している

（Ｄ）」が１個となっています。 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

１日あたり２合以上飲酒し

ている男性の割合 ※１ 
7.4 % － % 

10.1 

(R4) 
% 6.0 % Ｃ 

１日あたり１合以上飲酒し

ている女性の割合 ※１ 
4.2 % － % 

8.7 

(R4) 
% 3.4 % Ｄ 

未成年者の飲酒している割

合（男子） ※１ 
0.0 % － % 

5.3 

(R4) 
% 0 % Ｃ 

未成年者の飲酒している割

合（女子） ※１ 
0.0 % － % 

0.0 

(R4) 
% 0 % Ａ 

妊婦の飲酒の割合 ※１ 0.9 % 
0.9 

(H28) 
% 0.3 % 0 % Ｂ 

※１：市民アンケート   

 

 

ウ 行政の取組 

(ｱ) 未成年者の飲酒防止の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

小 中 学 校

で の ア ル

コ ー ル の

害 に つ い

ての啓発 

小・中学校において、ア

ルコールの害について啓

発を行うとともに、飲酒

防止に取り組みます。 

保健学習の中で、飲酒が体に与

える影響や誘われたときの断り方

等の学習を行っています。 Ａ 

保健給食

課 

ア ル コ ー

ル の 未 成

年 者 へ の

害 に つ い

ての啓発 

アルコールの未成年者

への害について、広報や

出前講座・イベント等を

通じて、市民への啓発を

行います。 

令和３年度より、教育委員会と

連携し、成人式で飲酒による健康

への影響に関してティッシュ配布

による啓発を行いました。 

Ｃ 

すこやか

生活課 

 

 

  



(ｲ) アルコールの健康影響についての知識の普及 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

アル コ ー

ルに 起 因

する 健 康

への 影 響

の啓発 

アルコールに起因

する生活習慣病をは

じめとした健康への

影響について、啓発

を行います。 

母子健康手帳交付時に妊婦の飲酒状

況を確認し、アルコールの胎児への影響

についてのパンフレットを配布し、必要

時指導を実施しました。また、新生児訪

問時、飲酒状況を確認し、必要時指導を

実施しました。 

Ａ 

すこやか

生活課 

飲酒 量 に

つい て の

啓発 

生活習慣病のリス

クを高める飲酒量に

ついて、周知・啓発を

行います。 

国が推進する「アルコール関連問題啓

発週間」に合わせ、市内公共施設でのポ

スター掲示や広報、HP、有線放送などに

よる、アルコールの健康への影響を周知

啓発しています。 

令和３年度より、教育委員会と連携

し、成人式で飲酒による健康への影響に

関してティッシュ配布による啓発を行

いました。 

生活習慣病の発症リスクを高める飲

酒量についての啓発チラシを自治会回

覧を実施しました。 

Ｃ 

すこやか

生活課 

 

(ｳ) アルコール問題についての対策の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

ア ル コ ー

ル 依 存 症

に つ い て

の啓発 

ア ル コ ー ル 依 存

症につい ての理 解

を深める ための 啓

発を行います。 

国が推進する「アルコール関連問題啓

発週間」に合わせ、守山市企業内人権教

育推進協議会の会員向けに、アルコール

依存症についての啓発を実施していま

す。 

また、健康フェスティバルや自治会回

覧、有線放送などを通じ、適正な飲酒に

ついての啓発を実施しています。 

Ｃ 

すこやか生

活課 

ア ル コ ー

ル 依 存 者

の 把 握 と

相談・支援 

関 係 機 関 や 地 域

団体・断酒会等と連

携し、アルコール依

存者の把握と相談・

支援を進めます。 

ケース対応を通じてアルコール疾患

に特化した医療機関（滋賀県立精神保健

医療センター等）や各支援者と連携し、

医療受診支援や必要に応じて障害福祉

サービスに繋いでいます。 

断酒会等のアルコール関連自助グル

ープの活用や支援を行いました。 

 

Ａ 

障害福祉課 

障害福祉課や保健所等と連携し、アル

コール問題のある人の相談支援を行い、

必要な支援に繋げています。 

相談窓口のリーフレットを作成し、相

談窓口の周知を図っています。 

 

Ｂ 

すこやか生

活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

断 酒 同 友

会 の 活 動

支援 

断 酒 同 友 会 の 活

動支援を 継続し ま

す。 

断酒会の活動支援を継続し、酒害に苦

しむ本人・家族の支援を行っています。

また、ケース対応や『もりやまの障害福

祉のしおり』を活用して、広く断酒同友

会の活動の周知を行っています。 

Ａ 

障害福祉課 

断酒同友会の定例会（週１回）に合わ

せ、会場提供を行うとともに、断酒同友

会へ出席し、必要時に個別相談を行うな

ど、断酒同友会と連携を図っています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

ア ル コ ー

ル 問 題 の

あ る 人 の

相談支援 

ア ル コ ー ル 問 題

のある人に対して、

関係機関 と連携 を

図り、相談支援を行

います。 

関係課や保健所等と連携し、アルコー

ル問題のある人の相談支援を行い、必要

な支援に繋げています。 

相談窓口のリーフレットを作成、相談

窓口の周知を行っています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

精 神 障 が

い 者 家 族

会会員、断

酒 会 会 員

等 へ の 相

談、断酒会

等 の 団 体

支援等 

精 神 障 が い 者 家

族会会員、断酒会会

員等への 相談支 援

やメンタ ルスマ イ

ル、断酒会等の団体

支援を行 うとと も

に、支援を必要とす

る人に対 して各 種

団体の周 知を図 り

ます。 

精神障がい者家族会会員・断酒会会員

等への相談支援やメンタルスマイル・断

酒会等の団体支援を行うとともに、ケー

ス対応や『もりやまの障害福祉のしお

り』を活用して、広く断酒同友会の活動

の周知を行う事で、障害のある人の居場

所作りの促進や家族間の交流を促進し

ています。 

Ａ 

障害福祉課 

 

  



エ まとめ 

様々な機会をとらえ、適正飲酒の啓発を実施しました。しかし、市民アンケー

トでは、「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者（１日あたり男性で

２合以上、女性１合以上の者）」は、男性が「変わらない（Ｃ）」、女性が「悪化

している（Ｄ）」となっており、アルコールによる生活習慣病リスクが高い状況

にあります。これは国と同様の傾向であり、今後も適正飲酒の啓発を進める必

要があります。 

また、「未成年者の飲酒（男子）」が 5.3％となっており、未成年に対する飲酒

に関する積極的なアプローチが必要と考えられます。 

一方、妊娠中のアルコール摂取は令和３年度は 0.3％で、飲酒をしている者が

いるものの、当初実績値の 0.9％からは減少をしていることから、今後も母子健

康手帳交付時のネウボラ面接等を通じた啓発を実施する必要があります。 

 

  



(6) 歯と口腔の健康 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の歯と口腔の健康に関する取組を進めています。

基本 

方向 

乳幼児期や小・中学生のむし歯予防に取り組むとともに、歯周病検診の受

診などを通して、10 代後半以降の歯と口腔の健康について関心を深めるた

めの取組を推進します。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 子どもの

歯の健康

の保持増

進 

● 母子保健事業や歯科保健事

業を通じた基本的な知識習

得の支援 

● 乳幼児健康診査時のフッ素 

塗布 

● 児童・生徒に対する歯科保

健指導 

● 高校生に対する広報等を通

じた啓発 

● ４・５歳児から小学校６年

生に対するフッ化物洗口の

実施 

〇 ３歳児でむし歯のない者の

割合の増加 

〇 12 歳児でむし歯のない者の

増加 

〇 12 歳児のひとり平均むし歯

数の減少 

〇 中学３年生、高校３年生の

歯肉の有所見率の減少 

 

② 大人の歯

と口腔の

健康の保

持増進 

● 定期的な歯科検診の受診勧

奨 

● 歯周病検診についての啓発 

● 高齢者の口腔機能保持のた

めの啓発等 

〇 60 歳で 24 本以上の自分の

歯を有する者の割合の増加 

〇 定期的に歯科検診を受診し

た者の割合の増加 

〇 かかりつけ歯科医を有する

者の割合の増加 

 

③ 障害のあ

る人や要

介護者に

対する歯

科保健の

推進 

● 「コラボにこにこ歯科保健

事業」による歯科健診・歯

科保健指導 

● 在宅要援護者の歯科保健の

推進 

 

 

  



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が５個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が２個、「変わらない（Ｃ）」が２個、「評価不能（Ｅ）」

が２個となっています。 

 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

３歳児のむし歯のない者の

割合 ※１ 
81.3 % 85.0 % 

88.6 

(R2) 
% 90.0 % Ｂ 

中学１年生でむし歯のない

者の割合 ※２ 
68.0 % 82.9 % 76.5 % 

現状 

維持 
 Ａ 

中学１年生の１人平均むし

歯本数 ※２ 
0.79 本 0.55 本 0.46 本 0.5 

本 

未満 Ａ 

中学３年生・高校３年生歯

肉炎の有所見率（平均） 

※２ 
27.0 % 19.6 % - % 20.0 % Ｅ 

中学３年生歯肉炎の有所見

率 ※２ 
31.0 % 18.4 % 14.0 % 25.0 % Ａ 

高校３年生歯肉炎の有所見

率 ※２ 
23.0 % 20.8 % - % 20.0 % Ｅ 

60 歳で 24 本以上の自分の

歯を有する者の割合（平均） 

※３ 
53.4 % － % 

57.3 

(R4) 
% 60.0 % Ｃ 

60 歳で 24 本以上の自分の

歯を有する者の割合（男性） 

※３ 
55.2 % － % 

49.4 

(R4) 
% 60.0 % Ｃ 

60 歳で 24 本以上の自分の

歯を有する者の割合（女性） 

※３ 
51.3 % － % 

62.4 

(R4) 
% 60.0 % Ａ 

定期的（１年毎）に歯科検

診を受診する者の割合 

※３ 
38.9 % － % 

54.8 

(R4) 
% 45.0 % Ａ 

かかりつけ歯科医を有する

者の割合 ※３ 
72.4 % － % 

75.0 

(R4) 
% 80.0 % Ｂ 

※１：乳幼児健康診査、※２：学校歯科健康診査、※３：市民アンケート 

 

  



ウ 行政の取組 

(ｱ) 子どもの歯の健康の保持増進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

母子保健

事業や歯

科保健事

業を通じ

た基本的

な知識習

得の支援 

母子保健事業や歯科

保健事業を通じて、保育

園・幼稚園・こども園と

連携し、乳幼児期の歯の

健康の大切さや、むし歯

を予防するための正し

いブラッシング方法等

の基本的な知識の習得

を支援します。 

10 か月児健診対象者の保護者のほ

ぼ全員に歯科健康教育を実施してい

ます。 

また、令和２年度以降は新型コロナ

ウイルス感染症の影響を踏まえ、内容

や方法を工夫し歯科保健事業を実施

しています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

乳幼児健

康診査時

のフッ素 

塗布 

１歳６か月児・２歳６

か月児・３歳６か月児の

乳幼児健康診査の時に、

希望者を対象にフッ素

塗布を実施します。 

希望者に対し、フッ素塗布を実施し

ています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

児童・生

徒に対す

る歯科保

健指導 

小学校や中学校と連

携し、児童・生徒に対す

る歯科保健指導を通じ

て、むし歯や歯周病等の

予防を図ります。 

新型コロナウイルス感染症の流行

により、令和２年度以降は依頼件数は

減少したものの、児童・生徒に歯科健

康教育を行い、こどもの歯の健康の保

持・増進を図っています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

高校生に

対する広

報等を通

じた啓発 

高校生には、県との連

携を図る中、広報等を通

じて歯周病やむし歯の

予防方法について啓発

を進めます。 

広報、有線放送、自治会回覧等で定

期的な歯科受診および歯周病検診受

診の周知等継続して啓発が実施して

います。 

Ａ 

すこやか

生活課 

４・５歳

児～小学

校６年生

に対する

フッ化物

洗口の実

施 

保育園・幼稚園・こど

も園の４・５歳児、小学

校１年生から６年生ま

での希望者を対象に、フ

ッ化物洗口を実施しま

す。 

各園では、新型コロナウイルス感染

症予防対策をしながら、４・５歳児に

週２回、フッ化物洗口を実施していま

す。 
Ａ 

保育幼稚

園課 

保健給食

課 

すこやか

生活課 

 

  



(ｲ) 大人の歯と口腔の健康の保持増進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

定 期 的 な

歯 科 検 診

の 受 診 勧

奨 

80 歳で 20 本以上の歯

を保持することを目標

に、むし歯予防や歯周病

予防のため、定期的な歯

科検診の受診を勧奨し

ます。 

年度予定通り、広報、有線放送、自

治会回覧等で定期的な歯科受診およ

び歯周病検診受診の必要性について、

継続した周知啓発を行っています。 

また、対面での受診勧奨(母子手帳

発行時)や無料券（40 歳到達者）の配

布などにより健診の周知および勧奨

を行っています。受診者数は年々増加

しています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

歯 周 病 検

診 に つ い

ての啓発 

歯周病の早期発見・早

期治療を行うため、歯周

病検診の受診について

啓発を行います。 

高 齢 者 の

口 腔 機 能

保 持 の た

め の 啓 発

等 

高齢者が物を噛んだ

り飲み込む機能（口腔機

能）の低下を予防するこ

とや口腔機能の向上を

図るため、筋肉を使った

体操等の具体的な方法

についての普及・啓発に

努めます。 

歯科衛生士、言語聴覚士等の医療専

門職から口腔機能の維持向上につい

て介護予防教室等で啓発を行ってい

ます。 
Ｂ 

地域包括

支援セン

ター 

 

(ｳ) 障害のある人や要介護者に対する歯科保健の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

「コ ラ ボ

にこ に こ

歯科 保 健

事業 」 に

よる 歯 科

健診 ・ 歯

科保 健 指

導 

県・歯科医師会など関

係機関と連携し、障害者

施設を対象とした「コラ

ボ に こ に こ 歯 科 保 健 事

業」を継続し、歯科健診や

歯科保健指導を実施しま

す。 

自立支援協議会の定例会を活用し、

すこやか生活課歯科衛生士より「歯科

保健事業」の周知を行っています。 

「コラボにこにこ歯科保健事業」を

活用した歯科保健指導・歯科検診の実

施を行う事で、歯科受診がし難い方に

対する歯科保健の推進を図っていま

す。 

Ａ 

障害福祉

課 

コラボにこにこ歯科保健事業にお

ける集団歯科保健事業については新

型コロナウイルス感染症の影響によ

り中止となっているが、例年の自立支

援協議会での啓発により、守山市内の

事業所や放課後デイサービス等で健

康教育を実施しています。 

「もりやま障害福祉のしおり」、広

報等において、障害のある人が受診で

きる歯科医療機関について情報提供

しています。 

 

 

Ｃ 

すこやか

生活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

在宅 要 援

護者 の 歯

科保 健 の

推進 

在宅要援護者の歯の健

康 の 保 持 増 進 を 図 る た

め、医療保険制度や介護

保険制度との整合を図り

つつ、関係機関と連携し

在宅における歯科保健の

推進を図ります。 

毎年度、守山顔の見える会や介護支

援専門員向けの研修会において、歯科

をテーマとした研修会を開催すると

ともに、３圏域包括で口腔ケアに関す

る教室を実施しています。 

ホームページなどで「できるだけ最

期までお口で食べるための口腔チェ

ックシート」の周知啓発を行っていま

す。 

Ｂ 

地域包括

支援セン

ター 

チラシや出前講座を用いて市民へ

の啓発を進めると同時に、研修会等で

支援者への啓発を行い、在宅療養者の

歯の健康の保持増進を図っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

 
 
 

エ まとめ 

「中学 1 年生でむし歯のない者の割合」は、国が未達成の中、本市では国より

も高い目標値を掲げた上での達成となりました。フッ化物洗口は小学校６年生ま

での実施ですが、「中学１年生の１人平均むし歯本数」は、本市を含めてフッ化物

洗口を実施している市町において少なくなっていることから、その効果が中学生

以降も持続しているといえます。 

フッ化物洗口の効果でむし歯予防ができている一方で、むし歯がないことによ

って口腔衛生への関心が低くなり、歯肉炎（歯周病）の増加が懸念されるため、中

学１年生を対象とした歯科健康教育を実施しています。その結果、「中学３年生の

歯肉の有所見率」は目標を達成していますが、青年期からのブラッシング含むセ

ルフケア（自分の歯は自分で守る）の定着は、将来的な歯周病やう蝕などの歯科

疾患の予防に重要であるため、少年期からのフッ化物洗口と一体的な取組として、

今後も継続して実施していく必要があります。 

「60 歳で 24 本以上の自分の歯を有する者の割合」は、男性は「変わらない（Ｃ）」

で未達成、女性は目標を達成しています。国の最終評価が「現時点では目標値に

達していないが改善傾向にある（Ｂ）」と評価※していることから、さらなる改善

を図っていくことが求められるところです。 

また、市民アンケートにおいても、定期的に歯科検診等を「受けている」と答え

た人が 54.5%と目標は達成しておりますが、約半数にとどまっており、「定期的な

歯科受診」「適切なブラッシング方法の定着」といった、これまでの生活習慣を変

える（行動変容を促す）取組を行っていくことが求められます。 

  ※新型コロナウイルス感染拡大の影響で直近値を把握できていないものの、統計分析（トレン
ド分析） 
を行うことで評価しています。 



(7) 健康診査 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、健康診査に関する取組を進めています。 

基本 

方向

生涯を通して健康診査を適切に活用し、望ましい生活習慣への軌道修正

を行えるよう、生活習慣病や健康診査に関するさまざまな情報提供と受診

しやすい体制づくりを進めます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】 

 

① 乳幼児の

健康の保

持増進 

● 妊娠中の異常の早期発見・早期対応 

● 乳幼児の疾病の早期発見と適切な指導 

● 乳幼児の発育の確認と適切な保健指導 

● 乳幼児健診未受診者の全数把握と必要

なサービスの提供 

● 保育園・幼稚園・こども園における、

定期的な身体測定・健診の実施 

〇 乳幼児健康診

査受診率の向

上 

〇 妊娠中に医療

にかかってい

る人を増やす 

 

② 児童・生

徒の健康

の保持増

進 

● 児童・生徒の健康診断・身体測定の実

施 
 

 
③ 健康診査

の推進と

強化 

● 各種健康診査事業の推進 

● 肺がん検診・COPD 検診の実施 

● 後期高齢者健康診査事業の推進 

● 健康診査受診者で事後フォローが必要

な人への保健指導 

● 各種検診の受診率向上のための啓発 

● 健康手帳を活用した健康管理について

の周知 

● 特定健康診査および特定保健指導の実

施 

● 国民健康保険人間ドック等利用促進等 

● 介護予防事業へのつなぎ・介護予防に

関する情報提供等 

〇 特定健康診

査・特定保健

指導の実施率

の向上 

 
④ がん検診

の推進と

強化 

● がん検診事業の推進 

● がん検診要精検者への受診勧奨・未受

診者への受診勧奨の徹底 

● 子宮頸がん検診・乳がん検診無料クー

ポン券の発行 

● がん検診を受けやすい受診環境の整備 

● がんの早期発見の必要性の啓発の強化 

〇 がん検診の受

診率の向上 

 

  



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が７個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が６個、「変わらない（Ｃ）」が０個、「悪化している

（Ｄ）」が４個となっています。 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

がん検診受診率 

（胃がん）※１ 
4.5 % 2.6 % 

5.7 
(R2) 

% 50 % Ｂ 

がん検診受診率 

（大腸がん）※１ 
24.6 % 20.3 % 

12.8 
(R2) 

% 50 % Ｄ 

がん検診受診率 

（子宮頸がん）※１ 
33.9 % 25.3 % 

36.2 
(R2) 

% 50 % Ｂ 

がん検診受診率 

（乳がん）※１ 
21.9 % 22.0 % 

29.9 
(R2) 

% 50 % Ｂ 

特 定 健 康 診 査 の 実 施 率 

※２ 
35.7 % 37.9 % 

41.1 
(R2) 

% 57 % Ｂ 

特定保健指導の実施率 

※２ 
16.6 % 43.9 % 

43.1 
(R2) 

% 57 % Ｂ 

４か月児健診の受診率 

※３ 
96.7 % 99.5 % 99.3 % 

現状 

維持 
 Ａ 

10 か月児健診の受診率 

※３ 
97.2 % 97.9 % 99.6 % 

現状 

維持 
 Ａ 

１歳６か月児健診の受診

率 ※３ 
96.8 % 97.4 % 103.3 % 

現状 

維持 
 Ａ 

２歳６か月児健診の受診

率 ※３ 
92.8 % 99.3 % 99.1 % 

現状 

維持 
 Ａ 

３歳６か月児健診の受診

率 ※３ 
95.0 % 96.2 % 96.2 % 97.0 % Ｂ 

４か月児健診診査対象者

の把握率 ※３ 
100.0 % 100.0 % 99.5 % 100.0 % Ｄ 

10 か月児健診診査対象者

の把握率 ※３ 
100.0 % 100.0 % 99.7 % 100.0 % Ｄ 

１歳６か月児健診診査対

象者の把握率 ※３ 
99.8 % 100.0 % 100.0 % 100.0 % Ａ 

２歳６か月児健診診査対

象者の把握率 ※３ 
99.8 % 100.0 % 100.0 % 100.0 % Ａ 

３歳６か月児健診診査対

象者の把握率 ※３ 
99.9 % 100.0 % 97.3 % 100.0 % Ｄ 

飛び込み分娩数 ※４ 0 人 0 人 0 人 0 人 Ａ 

※１：地域保健・健康増進事業報告、※２：特定健康診査・特定保健指導法定報告 

※３：乳幼児健康診査、※４：母子健康手帳発行状況・ハイリスク連絡表 



ウ 行政の取組 

(ｱ) 乳幼児の健康の保持増進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

妊 娠 中 の

異 常 の 早

期発見・早

期対応 

妊娠中の異常の早

期発見・早期対応を行

い、安心して出産が迎

えられるよう、妊婦健

康診査を実施すると

ともに、個別相談や妊

婦同士が交流できる

サロンを実施します。 

全ての妊婦に保健師・助産師によ

るネウボラ面接を行い、早期からの

妊婦の状況把握や関係づくりに努

めています。 

また、妊婦健康診査を推進し、個

別相談やマタニティサロンなどを

開催することで、妊婦が安心して出

産が迎えられるよう支援していま

す。 

Ａ 

すこやか生

活課 

乳 幼 児 の

疾 病 の 早

期 発 見 と

適 切 な 指

導 

乳幼児の疾病の早

期発見と適切な指導

を行い、健康の保持増

進を図るため、乳幼児

健康診査事業を実施

します。 

乳幼児健康診査の受診率は全て

の健診において９割以上であり、乳

幼児の疾病や課題の早期発見と適

切な指導を行うことで、健康の保持

増進を図っています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

乳 幼 児 の

発 育 の 確

認 と 適 切

な 保 健 指

導 

母子保健事業（すく

すく健康相談や赤ち

ゃんサロンなど）を通

じて、乳幼児の発育の

確認と適切な保健指

導を行います。 

母子保健事業において、参加者の

ニーズに応じた事業展開ができて

います。測定会と相談会の別日開催

により、乳幼児の発育の確認と適切

な保健指導が実施されています。は

じめましてサロンではピアサポー

トにより、地域サロンデビューへの

機会となっています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

乳 幼 児 健

診 未 受 診

者 の 全 数

把 握 と 必

要 な サ ー

ビ ス の 提

供 

乳幼児健診の未受

診者について、全数把

握に努め、必要なサー

ビスの提供を行って

いきます。 

未受診者に受診勧奨のハガキを

送付したことで、９割を超える受診

に繋がっています。 

また、未受診者については訪問を

実施し、保健師等がフォローを行う

とともに、次回の健診の受診勧奨を

行っています。 

訪問においても確認できない児

については関係課と情報共有を行

い、把握に努めています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

保育園・幼

稚園・こど

も 園 に お

ける、定期

的 な 身 体

測定・健診

の実施 

保育園・幼稚園・こ

ども園では、園児の健

康管理と適切な指導

を行うため、定期的な

身体測定や健診を行

います。 

園児の健康保持増進のため、園医

や養護教諭との連携のもと健康診

断や身体計測を実施しています。 

Ａ 

保育幼稚園

課 

  



(ｲ) 児童・生徒の健康の保持増進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

児童・生徒

の 健 康 診

断・身体測

定の実施 

小・中学校の児童・

生徒の健康の保持増

進を図るため、健康診

断や身体測定におけ

る諸検査の円滑な実

施と日常的な保健安

全についての指導の

充実を図ります。 

児童・生徒の健康の保持増進を図

るために、内科、歯科、耳鼻科、眼

科等諸検査を円滑に実施し、日常的

な保健安全についての指導の充実

を図っています。 
Ａ 

保健給食課 

 

(ｳ) 健康診査の推進と強化 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

各 種 健 康

診 査 事 業

の推進 

健康増進法等 に基

づく各種健康診査事

業（がん検診・肝炎ウ

イルス検診・骨粗しょ

う症検診・歯周病検

診・結核検診等）を推

進し、市民の健康の保

持増進を図ります。 

健康増進法に基づき、がん検診

（胃・大腸・肺・乳・子宮頸）、肝炎

ウイルス検診、骨粗しょう症検診、

歯周病健診、結核検診、COPD 検診、

39 歳以下健診、医療保険未加入者検

診を実施しています。 

各種健（検）診の対象者への個別

勧奨や啓発月間に合わせ、市広報や

ホームページ、安全・安心メール等

で周知啓発を行っています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

肺 が ん 検

診・ 

COPD 検診

の実施 

肺がん検診・COPD 検

診を実施し、呼吸器疾

患の発見に努めます。 

COPD 検診（対象：60、65、70、75

歳）、肺がん検診（40 歳以上）を実

施しています。 

また、受診率向上に向け、検診の

必要性・有用性を記載した啓発チラ

シを配布しています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

後 期 高 齢

者 健 康 診

査 事 業 の

推進 

後期高齢者医 療制

度に加入している人

を対象に、後期高齢者

健康診査事業を推進

し、健康の保持増進を

図ります。 

後期高齢者健康診査対象者に健

康診査を実施しています。 

また、令和３年度からは高齢者の

保健事業と介護予防の一体的実施

事業の実施により、健診後のフォロ

ーも行っています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

健 康 診 査

受 診 者 で

事 後 フ ォ

ロ ー が 必

要 な 人 へ

の 保 健 指

導 

健康診査受診 者の

うち、事後フォローが

必要な人に対して、保

健指導を行います。 

39 歳以下健診を受診された人の

内、保健指導域にある人に対して、

保健指導を実施しています。特定保

健指導の対象になる前から、生活習

慣の改善を指導することで、生活習

慣病予防を行っています。 

Ａ 

すこやか生

活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

各 種 検 診

の 受 診 率

向 上 の た

めの啓発 

各種検診の受 診率

向上を図るため、チラ

シや出前講座、関係機

関や関係団体等と連

携した啓発を行いま

す。 

「わ」で輝く自治会応援報償事業

等を活用し、他団体等と連携した啓

発を行うなど、健康診査を推進して

います。 
Ｂ 

すこやか生

活課 

健 康 手 帳

を 活 用 し

た 健 康 管

理 に つ い

ての周知 

健康診査の受 診者

に対し、健康診査やが

ん 検 診 等 の 結 果 や

日々の血圧・体重測定

の結果、受診・投薬等

の記録ができる健康

手帳を活用した、個人

が手帳を活用した健

康管理や健康づくり

に努めることができ

るよう、広報等を通じ

て周知を図ります。 

健(検)診結果や血圧・体重など

日々の健康状態を記録できる健康

手帳を配布し、自らの健康保持の活

動を記録することで、健康管理の継

続に役立てています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

特 定 健 康

診 査 お よ

び 特 定 保

健 指 導 の

実施 

40～74 歳の国民健

康保険に加入してい

る人を対象に、メタボ

リックシンドローム

に着目した特定健康

診査および特定保健

指導を行います。 

守山市国民健康保険被保険者を

対象に特定健康診査を実施し、健診

結果により特定保健指導の対象者

となった人へ特定保健指導を行っ

ています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

国 民 健 康

保 険 人 間

ド ッ ク 等

利 用 促 進

等 

国民健康保険 人間

ドック等利用促進を

図るとともに、他病院

を対象とした償還払

いの助成制度等の利

用者の拡大を図りま

す。 

特定健康診査の受診券に人間ド

ック助成のチラシを同封するなど、

助成制度の周知・啓発を行い、制度

の利用促進を図っています。 

パンフレットをより分かりやす

いように内容を変更し、また特定健

診受給券送付の際にパンフレット

を同封しています。 

また、窓口でも国保加入時に人間

ドックの件について説明していま

す。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

介 護 予 防

事 業 へ の

つなぎ・介

護 予 防 に

関 す る 情

報提供等 

介護を必要と する

状態となることを予

防するため、介護予防

事業への参加につな

げたり、介護予防に関

する情報提供や周知

を行います。 

高齢者の健康づくり・介護予防に

ついて幅広いテーマで出前講座を

実施しています。 

また、自治会等で健康教育等を行

うことで、健康づくりや介護予防の

取組を実践できるよう支援してい

ます。 

Ａ 

地域包括支

援センター 

  



(ｴ) がん検診の推進と強化 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

が ん 検 診

事 業 の 推

進 

市 民 の が ん の 早

期発見・早期対応を

図るため、がん検診

事業を推進します。 

子宮頸がん検診・乳がん検診におい

ては県内広域化を図り、胃がん検診に

ついては内視鏡検査を導入し、医療機

関の拡大を図るなど、市民の利便性を

考慮して、検診を推進しています。 

年度初めに各種がん検診対象者に

対して、はがきでの個別勧奨や未受診

者への再勧奨、また、啓発月間等に合

わせた周知啓発を行っています。 

また、年度末年齢が子宮頸がんでは

21 歳、乳がん検診では 41 歳の方を対

象に無料クーポンを配布しています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

が ん 検 診

要 精 検 者

へ の 受 診

勧奨・未受

診 者 へ の

受 診 勧 奨

の徹底 

がん検診の結果、

精密検査 が必要 と

判定され た人に 対

し、確実に精密検査

を受けて いただ け

るよう受 診勧奨 を

行うとともに、未受

診者に対 する受 診

勧奨を徹底します。 

がん検診の結果、精密検査が必要と

判定された人に対し、実施医療機関か

ら精密検査の受診を勧めてもらうよ

う、精密検査実施医療機関一覧等が記

載された用紙を配布しています。精密

検査未受診者に対しては、電話等で個

別に受診勧奨を行い、要精検受診率の

向上に努めています。 

Ａ 

すこやか

生活課 

子 宮 頸 が

ん検診・乳

が ん 検 診

無 料 ク ー

ポ ン 券 の

発行 

子宮頸がん検診・

乳がん検 診につ い

ては、一定の年齢の

人に対して、無料ク

ーポン券 を発行 し

受診率向 上に努 め

ます。 

年度末年齢が子宮頸がんでは 21

歳、乳がん検診では 41 歳の方を対象

に無料クーポンを配布するとともに、

未受診の者には再勧奨を行っていま

す。 

クーポン券と共にナッジ理論に基

づいたリーフレットを作成し、受診勧

奨を行っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

が ん 検 診

を 受 け や

す い 受 診

環 境 の 整

備 

が ん 検 診 の 委 託

先の拡大など、がん

検診の実 施体制 を

見直すとともに、胃

がん検診 の胃内 視

鏡検査の 導入を 進

め、検診を受けやす

い受診環 境の整 備

を図っていきます。 

子宮頸がん検診・乳がん検診におい

ては県内広域化を図り、令和元年度か

らは胃がん検診の胃内視鏡検査を導

入しました。 

また、胃がん検診の内視鏡検査、肺

がん検診は、実施医療機関の拡大を進

めました。 

Ａ 

すこやか

生活課 

が ん の 早

期 発 見 の

必 要 性 の

啓 発 の 強

化 

ピ ン ク リ ボ ン 運

動をはじめ、がんの

早期発見 の必要 性

について、啓発を強

化するとともに、受

診の勧奨 を行い ま

す。 

乳がん検診のお知らせはがきや検

診受診後に配布する啓発チラシ、乳幼

児健診の保護者向けのチラシにて乳

がん検診の重要性や自己触診に関す

る周知を行っています。また、広報や

市ホームページでも啓発や周知啓発

を行っています。 

Ｂ 

すこやか

生活課 

 



エ まとめ 

P.53 の「指標による評価」で評価を行ったがん検診受診率は市が実施するがん

検診の受診率であり、市民アンケートでは、乳がん・子宮がん検診受診が 35％以

上、胃がん、大腸がんが 20％以上、大腸がんが 10%以上受診をしているとの回答

であり、乳がん・子宮がんは前回調査より増加をしている結果でした。また、市

で実施している以外の検診を利用されている市民も多いことが調査結果より分か

りました。 

特定健康診査については、受診率向上のための取組を行うことにより、受診率

は「現時点では目標値に達していないが改善傾向にある（Ｂ）」でした。個別受診

勧奨はがきの送付やあらゆる機会を通じた健診の啓発により、受診率は徐々に向

上しています。今後は、新規受診者の確保とともに、一度受診した人が継続的に

受診し続ける仕組みづくりや受診をしやすい環境づくりを整えることが重要であ

ると考えられます。なお、市民アンケートでは「定期的な健康診査の受診」につい

ては「受けている」が約８割と前回よりも増加をしています。職業別では、会社

員・公務員が９割を超えて受診している一方で、自営業や無職では約６割であり、

職業による差が大きいことも分かりました。 

次に、「特定保健指導の実施率」については、「現時点では目標値に達していな

いが改善傾向にある（Ｂ）」となり、これまでの対面や訪問での特定保健指導の他

に、WEB システムを利用した体制を構築した成果と考えられます。利用者からもお

おむね好評な意見を頂いており、今後も利用者が参加しやすい体制を整え、特定

保健指導を実施していきます。 

乳幼児健診に係る指標は、概ね目標を達成していますが、４か月児、10 か月児、

３歳６か月児の健診診査対象者の把握率が「悪化している（Ｄ）」ため、健診を受

けていない児の実態把握を行う目的で、未健児への健診案内はがきの送付や関係

機関との連携、自宅訪問などを実施しています。 

 

  



(8) 休養・こころの健康 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民の休養・こころの健康に関する取組を進めてい 

ます。 

基本 

方向 

こころの健康を保つため、休養のすすめやストレスと上手につき合える

よう、啓発を進めるとともに、だれもが相談しやすい体制づくりを進めま

す。 

また、うつ病などこころの病気の早期発見・早期対応を進めます。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】

 

① 子どもの

こころの

健康の保

持増進 

● 乳幼児の生活リズム確立支援 

● 小中学校の教育相談体制の充実 

● 児童・生徒の個別課題の対応や支援 

〇 自殺者の減少 

〇 強いうつや不

安を感じてい

る人の割合の

減少 

〇 睡眠による休

養を十分とれ

ていない者の

割合の減少 

〇 ストレスや不

満、悩みなど

を感じている

者の割合の減

少 

 
② 自殺対策

の推進 

● 出前講座など、多様な機会を活用した

啓発 

● 若年層向けの対策のを充実 

● 自殺未遂者や家族への支援 

● ゲートキーパー研修の開催 

● 妊産婦のリスクの把握と早期の支援 

● 自殺対策講演会の開催 

● 高齢者や介護者のうつ等による自殺の

リスクについての啓発等 

 

③ こころの

健康づく

り・精神

保健対策

の推進 

● こころの健康等についての正しい知識

の周知啓発 

● こころの健康相談の実施と相談窓口の

周知 

● アルコール問題のある人の相談支援

（再掲） 

● 労働者のメンタルヘルス研修会の実施 

● 精神疾患に関する知識等の周知・啓発 

● 精神障がい者家族会会員、断酒会会員

等への相談、断酒会等の団体支援等

（再掲） 

● 高齢者のうつや閉じこもりについての

普及啓発 

● うつや閉じこもりの可能性のある人へ

の訪問・相談 

● 高齢者のいきがいづくり 

● 高齢者の居場所づくり 

 
④ 認知症対

策の推進 

● 認知症に関する正しい知識の提供と市

民の理解の促進 

● 認知症予防と地域での見守り・支援体

制の構築 

● 認知症に関する相談窓口や専門機関の

周知啓発 

〇 認知機能低下

ハイリスク高

齢者の把握率

の向上（再

掲） 



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（Ａ）」が１個、「現時点では目標値に達してい

ないが改善傾向にある（Ｂ）」が０個、「変わらない（Ｃ）」が４個、「悪化している

（Ｄ）」が２個となっています。 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

自殺者数 ※１ 
10 

(H22) 
人 8 人 

10 
(R2) 

人 

現状より減

少させ 0 に

近づける 

Ｃ 

自殺率（人口 10 万人あた

り）※１ 
13.02 

(H22) 
人 9.91 人 

11.88 
(R2) 

人 
現状と比べ

て減少 
Ａ 

気分障害で治療中の人数 

自立支援医療（精神障害者

通院医療費公費負担）受給

者数 ※２ 

439 
(H22) 

人 340 人 
1,003 

(R2) 
人 

増加させな

い 
Ｄ 

睡眠 による 休 養 を十分 に

取れていない者の割合（男

性）※３ 
22.9 % － % 

27.1 
(R4) 

% 18.7 % Ｃ 

睡眠 による 休 養 を十分 に

取れていない者の割合（女

性）※３ 
23.4 % － % 

32.5 
(R4) 

% 19.1 % Ｄ 

１か 月間に ス ト レスや 不

満、悩みなどを感じている

者の割合（男性）※３ 
65.8 % － % 

67.1 
(R4) 

% 59.2 % Ｃ 

１か 月間に ス ト レスや 不

満、悩みなどを感じている

者の割合（女性）※３ 
76.4 % － % 

76.6 
(R4) 

% 68.7 % Ｃ 

※１：南部健康福祉事務所事業年報、※２：自立支援医療受給者証交付件数   

※３：市民アンケート    

ウ 行政の取組 

(ｱ) 子どものこころの健康の保持増進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

乳 幼 児 の

生 活 リ ズ

ム 確 立 支

援 

乳 幼 児 健 康 診 査

や個別相 談を通 し

て、乳幼児が良質な

睡眠を確保し、規則

正しい生 活リズ ム

が確立で きるよ う

支援します。 

乳幼児健診や個別相談にて、保護者

の生活状況に合わせ、規則正しい生活

リズムの指導を行っています。指導を

行った対象者については、必要時は継

続して指導を行っています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

小 中 学 校

の 教 育 相

談 体 制 の

充実 

県 ス ク ー ル カ ウ

ンセラー 派遣事 業

と連携しつつ、小中

学校の教 育相談 体

制の充実 を図り ま

す。 

県の状況も踏まえながら、生徒指導

担当者会や教育相談担当者会において

課題を共有し、各学校での取り組みの

推進に繋げています。また、各関係機関

とも情報共有を行い、連携を促進して

います。 

Ａ 

学校教育課 

 

 

 

 

  
 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

児童・生徒

の 個 別 課

題 の 対 応

や支援 

小・中学校におけ

る学校不 適応の 要

因を分析し、根本的

な解決を図るため、

教員と連携し児童・

生徒の個 別課題 の

対応や支 援を図 り

ます。 

スクールソーシャルワーカースーパ

ーバイザーによる学校訪問を行ってい

ます。難解なケースについては、これま

での対応の確認を行い、今後の方向性

を確認しています。また、課題から見え

てくる学校体制についてもスーパーバ

イザーより助言をもらっています。 

Ａ 

学校教育課 

(ｲ) 自殺対策の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

出 前 講 座

など、多様

な 機 会 を

活 用 し た

啓発 

出前講座など、多

様な機会 を活用 し

啓発を推進します。 

計画的にゲートキーパー研修を実施

し、ゲートキーパーの養成を図ってい

ます。また、対面での講義のほか、守山

市公式 YouTube チャンネルでゲートキ

ーパー講座を配信しています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

若 年 層 向

け の 対 策

のを充実 

自 殺 対 策 計 画 を

策定する中、若年層

向けの対 策を充 実

します。 

自殺対策連絡協議会や庁内での会議

を開催し、計画の進捗管理および事業

の評価を行いました。 

ゲートキーパー研修を小中学校教職

員向けに実施し、計８校、226 人が参加

しました。(R3 実績) 

市立中学 1 年生を対象に、夏季休業

前に SOS の出し方教育を実施していま

す。同授業において、相談窓口を記載し

た定規を配布し、学校・家庭以外の相談

先の周知・啓発を行っています。 

市立中学２年生を対象に、命の大切

さを学ぶ教育を実施しています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

自 殺 未 遂

者 や 家 族

への支援 

自 殺 未 遂 者 や 家

族に対し、関係機関

と連携し、相談窓口

のちらし を配布 す

るなど、支援を行っ

ていきます。 

保健所と連携を図り、本人の同意を

得るなか、未遂者に対する相談支援を

行っています。 

複合的な課題を持つケースに対して

は、関係機関から対象者の情報収集、必

要なサービスの情報提供を行う中で支

援しています。 

ケースの積み上げから、自殺の実態

の把握・分析を進めています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

ゲ ー ト キ

ー パ ー 研

修の開催 

ゲ ー ト キ ー パ ー

研修を開催し、ゲー

トキーパ ーを増 や

して、早期発見と支

援に努めます。 

計画的にゲートキーパー研修を実施

し、ゲートキーパーの養成を図ってい

ます。また、対面での講義のほか、守山

市公式 YouTube チャンネルでゲートキ

ーパー講座を配信しています。 

Ａ 

すこやか生

活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

妊 産 婦 の

リ ス ク の

把 握 と 早

期の支援 

母 子 健 康 手 帳 交

付時の問 診票や 新

生児訪問 等の母 子

保健事業を通じて、

妊産婦の リスク を

把握し早 期に支 援

できるよ うに努 め

ます。 

母子健康手帳交付時に全妊婦に対

し、ネウボラ面接を実施し、妊婦の心身

の健康状態や既往歴・現病歴からリス

クを把握し、電話相談・訪問・医療機関

の連携等、妊娠期から支援を行ってい

ます。 

また、ネウボラ面接時に精神疾患の

把握が難しかったため、問診票の見直

しを行いました。 

新生児訪問において、産婦の EPDS 問

診票や育児状況からリスクを把握し、

電話や訪問、相談会で継続訪問を行っ

ています。 

Ａ 

すこやか生

活課 

自 殺 対 策

講 演 会 の

開催 

す こ や か ま ち づ

くり行動 戦略の 市

民啓発事業として、

こころの 健康づ く

り、自殺予防を推進

するため、自殺対策

講演会を 開催し ま

す。 

こころの健康の保持増進や正しい知

識の普及啓発のために、令和元年度ま

で年１回の講演会を実施しました。令

和２年度からは、若年層への効果的な

啓発の方法として、中学２年生に対し

て自己肯定感を高めることを目的に命

の大切さを学ぶ教育を実施していま

す。 

Ａ 

すこやか生

活課 

高 齢 者 や

介 護 者 の

う つ 等 に

よ る 自 殺

の リ ス ク

に つ い て

の啓発等 

研 修 や 講 座 の 開

催等により、高齢者

や介護者 のうつ 等

による自 殺のリ ス

クについ ての啓 発

や介護者 支援を 行

います。 

各圏域地域包括支援センターが訪問

活動や事業等の機会を活用し、相談支

援を行うことで、うつ等の早期対応・介

護者負担の軽減を行っています。介護

認定調査項目の「徘徊」「外出して戻れ

ない」「昼夜逆転」「介護に抵抗」「一人

で出たがる」「感情が不安定」「集団へ

の不適応」にチェックが入った要介護

者等を対象に、訪問等を行い介護負担

やストレス度の把握および相談支援に

努めています。 

Ｂ 

地域包括支

援センター 

 

(ｳ) こころの健康づくり・精神保健対策の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

こ こ ろ の

健 康 等 に

つ い て の

正 し い 知

識 の 周 知

啓発 

こ こ ろ の 健 康 の

保持増進や自殺・精

神疾患に ついて の

正しい知識を、講演

会や健康 教育で 周

知啓発を行います。 

令和元年度まで年１回の講演会を実

施しました。 

令和２年度からは、若年層への効果

的な啓発の方法として、中学２年生に

対して自己肯定感を高めることを目的

に命の大切さを学ぶ教育を実施してい

ます。 

Ａ 

すこやか生

活課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

こ こ ろ の

健 康 相 談

の 実 施 と

相 談 窓 口

の周知 

こ こ ろ の 健 康 相

談の実施 と相談 窓

口の周知を図り、メ

ンタルヘ ルスの 問

題や引き こもり の

方等の早 期支援 に

つなげます。 

うつ病や精神疾患などのこころの健

康づくりに関する相談を、訪問・電話・

面談等により行っています。 

また、令和３年度からは新しい生活

様式にあった相談方法として、非対面

型の相談（オンライン相談）を開始しま

した。 

Ａ 

すこやか生

活課 

ア ル コ ー

ル 問 題 の

あ る 人 の

相 談 支 援

（再掲） 

ア ル コ ー ル 問 題

のある人に対して、

関係機関 と連携 を

図り、相談支援を行

います。（再掲） 

年２～３件程のアルコールに関する

健康相談があり、断酒会の情報提供や

かかりつけ医等との連携を行いながら

相談支援を行っています。 

相談窓口一覧のチラシの中に、アル

コール関連の相談窓口を記載し、関係

施設に配布・市のホームページで啓発

しています。 

Ｂ 

すこやか生

活課 

労 働 者 の

メ ン タ ル

ヘ ル ス 研

修 会 の 実

施 

商 工 会 議 所 や 事

業所と連携し、労働

者のメン タルヘ ル

ス研修会 を実施 し

ます。 

メンタルヘルスに関する啓発 DVD

や、メンタルヘルス不調の原因となり

うるハラスメント・コロナ差別の防止

に関する啓発 DVD の貸出を行っていま

す。 

コロナ差別やコロナ禍に起きるハラ

スメントに関する研修会を開催してい

ます。 

臨床心理士による毎月第３火曜日の

悩み相談を継続して実施しています。 

Ｃ 

商工観光課 

企業人権協議会での啓発チラシの配

布や商工ジャーナルを通じ、こころの

健康づくりに関する啓発、相談窓口の

周知を行っています。 

Ｄ 

すこやか生

活課 

精神障がい

者家族会会

員、断酒会

会員等への

相談、断酒

会等の団体

支援等（再

掲） 

精神障がい者家族

会会員、断酒会会員

等への相談支援やメ

ンタルスマイル、断

酒会等の団体支援を

行うとともに、支援

を必要とする人に対

して各種団体の周知

を図ります。（再掲） 

精神障がい者家族会会員・断酒会会員

等への相談支援やメンタルスマイル・断

酒会等の団体支援を行うとともに、ケー

ス対応や『もりやまの障害福祉のしお

り』を活用して、広く断酒同友会の活動

の周知を行いました。 

Ａ 

障害福祉課 

高齢者のう

つや閉じこ

もりについ

ての普及啓

発 

高齢者のうつや閉

じこもりについて普

及啓発を図るため、

出前講座や健康教育

を実施します。 

うつ・閉じこもり予防について出前講

座を実施しています。 

また、新型コロナウイルス感染症の影

響で、通いの場の活動自粛によるフレイ

ルの進行を予防するため、DVD の配布や、

市公式 Youtube の活用周知に努めていま

す。 

Ａ 

地域包括支

援センター 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

うつや閉じ

こもりの可

能性のある

人 へ の 訪

問・相談 

うつや閉じこもり

の可能性のある人に

対し、保健師等によ

る訪問・相談を実施

します。 

保健師等による訪問、相談活動によ

り、うつや閉じこもり状態にある高齢者

を把握し、必要なサービス利用等を支援

しています。 

また、民生委員児童委員定例会に出席

し、地域の高齢者の状況把握を行ってい

ます。 

Ａ 

地域包括支

援センター 

高齢者のい

きがいづく

り、居場所

づくり 

老人クラブへの活

動支援や高齢者サロ

ン等自治会活動を支

援することで、高齢

者のいきがいづくり

を進めます。 

高齢者の居場所づ

くりを行い、閉じこ

もりやうつ病等の予

防を図ります。 

守山アクティブシニア倶楽部（守山市

老人クラブ連合会）が行う事業の経費に

対して補助金を交付し、高齢者の健康づ

くり、生きがいづくりを推進していま

す。 

新型コロナウイルス感染症の影響に

より、開催回数が減少している自治会等

のサロン再開支援として、新たに衛生用

品の購入費用の助成を行っています。 

Ｂ 

長寿政策課 

 

(ｴ) 認知症対策の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

認 知 症 に

関 す る 正

し い 知 識

の 提 供 と

市 民 の 理

解の促進 

小 ・ 中 学 校 や 地

域・事業所での認知

症サポー ター養 成

講座の開 催等に よ

り、認知症に関する

正しい知 識の提 供

と市民の 理解を 促

進します。 

・認知症サポーター養成講座(平成

18 年度から)（上級編） 

延べ 433 回 19,530 人 

(小学校、自治会、警察、タクシー会社等) 

・みまも～り～♡隊員養成講座(平成

27 年度から) 

延べ 26 回  2,145 人 

(中学校、自治会、警察、健康推進員等) 

Ａ 

地域包括支

援センター 

認 知 症 予

防 と 地 域

で の 見 守

り・支援体

制の構築 

認 知 症 予 防 と と

もに、地域での見守

り・支援体制の構築

を進めます。 

認知症サポーター養成講座、みまも

～り～♡隊員養成講座を開催していま

す。 

また、地域の会議やサロン等に出向

き、自治会長、民生委員・児童委員等の

地域支援者との関係づくりを行ってい

ます。 

更に認知症カフェ・みまも～り～カ

フェ、もの忘れチェックを行っていま

す。 

Ｂ 

地域包括支

援センター 

認 知 症 に

関 す る 相

談 窓 口 や

専 門 機 関

の 周 知 啓

発 

認知症（若年認知

症含む）に関する相

談窓口や 専門機 関

について、周知啓発

を行います。 

認知症初期集中支援チームによる地

域・通いの場へのアプローチを実施して

います。 

認知症相談窓口チラシを配布するこ

とで啓発を行っています。 

Ｂ 

地域包括支

援センター 



エ まとめ 

児童・生徒への支援がスムーズに行えるよう、令和２年度より学校教育課と

月１回のケース連絡会を実施しています。また、児童・生徒が、困難に直面した

ときに周囲の大人に助けを求めることができるよう、中学１年生に対して、SOS

の出し方教育を実施しています。今後も、児童・生徒に対してメンタルヘルス予

防教育を継続すること、また、子どもが助けを求める声を大人が受け止めるこ

とができる体制の整備を進めていくことが求められます。 

また、自殺防止に関する相談体制として、従来の訪問・電話・面談に加え、オ

ンライン相談や国・県による SNS 相談を案内するなど、様々な手段の相談につ

いて周知し、相談者が相談機関に繋がりやすくなるように取り組みました。ま

た、相談機関の存在を知らないため社会的支援が受けられないことがないよう、

市広報、ホームページ、安全・安心メールに加え、医療機関、薬局、公共施設な

ど関係機関でのリーフレットの配布、駅前でのポスター掲示、研修会を通じた

相談窓口の周知に努めました。 

女性や若者で自殺者数が増加していることや、新型コロナウイルス感染症の

拡大によるこころの相談件数が増加していることについて実態把握に努めまし

た。引き続き、地域の関係機関とのネットワーク連携を図るため、自殺対策連絡

協議会や定期的なケース共有会の開催、ケース会議などによる意見交換を行う

とともに、民生委員・児童委員などの地域の支援者と連絡・調整を行うことで、

保健・医療・福祉・教育・労働・法律など様々な分野のネットワークづくりを推

進していきます。 

また、国において、睡眠による十分な休養が心身の健康の保持・増進において

極めて重要であると言われるなか、市民アンケートでは「睡眠による休養を十

分にとれていない者の割合」は男性が「変わらない（Ｃ）」、女性が「悪化してい

る（Ｄ）」となっており、睡眠による休養を十分とれていない者が多くなってい

ます。「１か月間にストレスや不満、悩みなどを感じている者の割合」は目標を

達成しておらず、横ばいで推移しています。ストレスや不満、悩みの内容は仕事

内容、自身の健康、経済的な不安が多くなっています。自殺は深刻なこころの悩

みにより生じるものであり、こころの負担を少しでも軽くすることで自殺は防

止できることを周知啓発し、こころの健康を保つための休養のすすめやストレ

スと上手につき合える方法などを啓発するとともに、だれもが相談しやすい体

制づくりが求められます。 

  



(9) いきがい・ふれあい 

ア 基本方向と取組の体系 

以下の基本方向のもとで、市民のいきがい・ふれあいに関する取組を進めて 

います。 

基本 

方向

年齢や障害・病気の有無などにかかわりなく、市民だれもがいきいきとし

た生活を送ることができるよう、居住地域への関心を高めるとともに、健康

づくりや支え合い、助け合いの地域活動への参加を促進します。 

 【施策項目】 【取組】 【施策項目に対応する指標】  

 

① 児童の健

全育成の

推進 

● 保育園と地域の交流を通じた児童の健

全育成 

● 青少年団体の育成 

● 地域あげての活動や体験活動の機会の

充実 

〇 何らかの地域行事

や活動に参加した

ことのある人の増

加 

〇 この１年、ボラン

ティアやＮＰＯ等

に参加したことが

ある市民の割合の

増加 

〇 ボランティア登録

数の増加 

〇 地域の憩いの場の

増加 

〇 困ったときに頼れ

る人が近所にいる

と思う人の増加 

〇 高齢者が暮らしや

すいと思う人の増

加 

 

② 高齢者の

いきがい

づくりの

推進 

● 高齢者のいきがい等活動の促進 

● 高齢者のいきがいづくり、居場所づ

くり等の支援 

● 高齢者のいきがいづくりと社会参加

の拡大 

● 支え合いのまちづくりのための協議

体の活動支援 

 ③ 世代間交

流の促進 

● 保育園や幼稚園・こども園での、地

域の高齢者との交流の推進 

● いきいき活動ひろばの、多世代交流

の場としての活用等 

● 公民館活動の推進 

● 総合型地域スポーツクラブの活動の

推進 

 

④ 障害のあ

る人のい

きがいや

ふれあい

の推進 

● 「もりやま福祉フェア」の開催 

● サマーホリデー事業の推進 

● 障害のある人の休日の居場所づくり 

● 家族間の交流や居場所づくりの促進 

● 障害のある子どもの放課後の居場所

づくり 

● 個別支援計画による乳幼児期から就

労期までの継続的な支援 

〇 障害のある人が暮

らしやすいと思う

人の増加 

 ⑤ 交流拠点

づくり 
● 自治会館等の開放とバリアフリー化 ― 

  



イ 指標による評価 

目標値のうち、「目標値に達した（A）」が６個、「現時点では目標値に達してい 

ないが改善傾向にある（B）」が０個、「変わらない（C）」が２個、「悪化している 

（D）」が８個となっています。 

 

指標 
当初実績値 

（H23）  

中間実績値 

（H28）  

直近値 

（R3）  

目標値 

(R4) 
評価 

何らかの地域行事に参加

したことのある人の割合 

※１ 

89.3 
(H22) 

% － % 60.8 % 
増加 

傾向 
 Ｄ 

この１年、ボランティア

や NPO 等に参加したこと

がある市民の割合 ※２ 

16.1 
(H21) 

% 
17.2 
(H27) 

% 
9.5 
(R1) 

% 20.0 % Ｄ 

いきがい活動ﾎﾟｲﾝ ﾄ事業

参加者数（登録者数） 

※３ 

55 
(H24) 

人 320 人 290 人 
増加 

傾向 
 Ａ 

いきがい活動ﾎﾟｲﾝ ﾄ事業

参加者数（延べ活動数） 

※３ 

729 
(H24) 

人 2,595 人 1,503 人 
増加 

傾向 
 Ａ 

ボランティアセンター登

録数（団体）※４ 
74 

(H24) 

団

体 
69 

団

体 
61 

団

体 

増加 

傾向 
 Ｄ 

ボランティアセンター登

録数（個人）※４ 
24 

(H24) 
人 42 人 15 人 

増加 

傾向 
 Ｄ 

子育てサロン開催数等 

（実施箇所）※５ 
31 

か

所 
40 

か

所 
36 

か

所 

増加 

傾向 
 Ａ 

子育てサロン開催数等 

（実施回数）※５ 
404 回 596 回 484 回 

増加 

傾向 
 Ａ 

子育てサロン開催数等 

（参加者数）※５ 
8,457 人 10,908 人 5,701 人 

増加 

傾向 
 Ｄ 

子育てサロン開催数等 

（ボランティア数）※５ 
1,661 人 2,502 人 1,254 人 

増加 

傾向 
 Ｄ 

すこやかサロン開催数等 

（実施箇所）※５ 
75 

か

所 
74 

か

所 
52 

か

所 

増加 

傾向 
 Ｄ 

すこやかサロン開催数等 

（実施回数）※５ 
502 回 953 回 652 回 

増加 

傾向 
 Ａ 

すこやかサロン開催数等 

（参加者数）※５ 
9,025 人 16,328 人 9,606 人 

増加 

傾向 
 Ａ 

すこやかサロン開催数等 

（ボランティア数）※５ 
5,345 人 5,605 人 1,809 人 

増加 

傾向 
 Ｄ 

困ったときに頼れる人が

近所にいると思う人の割

合 ※２ 

56.6 
(H21) 

% 
57.8 
(H27) 

% 
53.8 

(R1) 
% 70.0 % Ｃ 

高齢者が暮らしやすいと

思う人の割合 ※２ 
31.3 
(H21) 

% 
35.9 
(H27) 

% 
33.3 

(R1) 
% 50.0 % Ｃ 

※１：地域福祉計画アンケート、※２：守山市第５次総合計画アンケート   

※３：いきがい活動ポイント事業実績、※４：ボランティア登録数   

※５：守山市社会福祉協議会年度事業報告    



ウ 行政の取組 

(ｱ) 児童の健全育成の推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

保 育 園 と

地 域 の 交

流 を 通 じ

た 児 童 の

健全育成 

地 域 の 乳 幼 児 を

持つ保護 者を対 象

に、子育て教室の開

催や卒園児を招き、

園児との ふれあ い

など保育 園と地 域

の交流を通じ、児童

の健全育 成を図 り

ます。 

子育て教室では、同年齢の子どもを

もつ保護者同士で情報共有をしたり、

子どもを通してコミュニケーション

をとったりできるリフレッシュの機

会となっています。 

また、新型コロナウイルス感染症予

防対策をしながら未就園事業を行っ

ています。 

Ｂ 

保育幼稚園

課 

青 少 年 団

体の育成 

子 ど も 会 活 動 を

はじめ、青少年団体

の育成事 業を推 進

します。 

各社会教育団体の活動に対して補

助金等を交付し、支援しています。ま

た、社会教育関係団体連絡協議会の連

携の中で、野洲川冒険大会の事業に取

り組んでいます。 

Ｂ 

社会教育・

文化振興課 

地 域 あ げ

て の 活 動

や 体 験 活

動 の 機 会

の充実 

地 域 で の 子 育 て

支援の一環として、

地域をあ げて活 動

や体験活 動の機 会

を充実します。 

遊友ホリデークラブ事業として、自

治会や地域団体が連携して、地域の特

色を生かした子ども体験活動を実施

するように活動奨励金を交付してい

ます。 

市内自治会の半数以上が体験活動

に取り組んでいます。 

Ａ 

社会教育・

文化振興課 

 

 (ｲ) 高齢者のいきがいづくりの推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

高 齢 者 の

い き が い

等 活 動 の

促進 

老 人 ク ラ ブ や 老

人憩いの家、すこや

かサロンなど、地域

における 高齢者 の

いきがい 等活動 の

促進を図ります。 

老人クラブへの補助金交付、すこや

かサロン開催支援等を行っています。 

また、各学区の２層協議体等への活

動支援や令和３年度から開始した「高

齢者いきいき活動推進補助金」を行っ

ています。 

Ｂ 

長寿政策

課 

高齢者の

い き が い

づくり、居

場 所 づ く

り 等 の 支

援 

す こ や か サ ロ ン

を継続し て開催 す

るなど、高齢者のい

きがいづくり、居場

所づくり 等を支 援

することにより、元

気な高齢 者の拡 大

をめざします。 

すこやかサロンについて、感染対策

を講じたサロン開催ができるよう、令

和４年度は衛生用品購入費用の補助

を追加し、高齢者の居場所づくり等を

推進しています。 
Ｂ 

長寿政策課 

 

 

 

 

  
 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

高 齢 者 の

い き が い

づ く り と

社 会 参 加

の拡大 

い き が い 活 動 ポ

イント事 業を通 し

て、高齢者のいきが

いづくり と社会 参

加の拡大 を図り ま

す。 

福祉施設等でのボランティア活動

を通しての社会参加、介護予防の推進

を図ることができた。 
Ａ 

長寿政策課 

支 え 合 い

の ま ち づ

く り の た

め の 協 議

体 の 活 動

支援 

地 域 で 自 立 し た

生活が送 れる状 態

を維持するため、介

護予防・日常生活支

援総合事業（総合事

業）の中で、一般介

護予防事 業の推 進

や、介護予防・生活

支援サー ビス事 業

の推進な どを行 っ

ていきます。 

令和３年度から「高齢者いきいき活

動推進補助金」を開始し、高齢者の主

体的な活動に対し補助を行い、健康づ

くり、生きがいづくり等の推進を図っ

ています。 

Ａ 

長寿政策課 

 

(ｳ) 世代間交流の促進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

保 育 園 や

幼稚園・こ

ど も 園 で

の、地域の

高 齢 者 と

の 交 流 の

推進 

保育園や幼稚園・

こども園において、

地域の高 齢者と の

交流を推進し、子ど

もが地域 の伝統 文

化や高齢 者に対 す

る思いや りの気 持

ちを学べ る機会 の

充実を図ります。 

栽培活動、世代間の交流活動におい

て、地域の高齢者との交流を推進して

います。 

Ｂ 

保育幼稚園

課 

い き い き

活 動 ひ ろ

ばの、多世

代 交 流 の

場 と し て

の活用等 

高 齢 者 の い き が

いと健康 づくり を

進めるため、いきい

き活動ひ ろばを 多

世代交流 の場と し

て、活用や貸館によ

る提供を してい き

ます。 

いきいき活動ひろばを活用し、高齢

者のいきがい、健康づくりを進めるた

め、各種教室や通いの場の活動を推進

しています。 
Ａ 

地域包括支

援センター 

公 民 館 活

動の推進 

市 民 へ の 学 習 機

会の提供 と交流 の

場として、公民館活

動を推進します。 

親子ほっとステーション、地域教育

学級、公民館講座を各地区公民館で実

施しています。 

新型コロナウイルス感染症の対策と

して、人数制限や手法を工夫しながら

可能な限り事業を開催するように努め

ています。 

Ｂ 

社会教育・

文化振興課 

  



(ｴ) 障害のある人のいきがいやふれあいの推進 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

「 も り や

ま 福 祉 フ

ェア」の開

催 

共 生 社 会 の 実 現

と障害の ある人 に

対する理 解を進 め

るため、障害のある

人と地域 住民等 と

の交流事 業とし て

「もりや ま福祉 フ

ェア」を 開催し ま

す。 

障害のある人と地域住民等との交流

事業として「もりやまふれあいフェア」

を開催し、市内障害福祉サービス事業

所パネルを作成・展示し、広く市民に障

害福祉サービス事業所の取組等を紹介

しています。 

Ｂ 

障害福祉課 

サ マ ー ホ

リ デ ー 事

業の推進 

障 害 の あ る 児 童

の居場所 づくり の

一環として、夏休み

にサマー ホリデ ー

事業を推進します。 

平成 30 年度まではサマーホリデー

事業を実施していたが、放課後等デイ

サービス事業等のサービスの充実等に

より見直しを行いました。かねてより

プール利用の希望が多かったため、エ

コパークのプールを活用した事業を展

開し夏季休暇中の余暇支援の充実を図

っています。 

Ａ 

障害福祉課 

障 害 の あ

る 人 の 休

日 の 居 場

所づくり 

障 害 の あ る 人 の

休日の居 場所づ く

りとして、サロンの

開催を支援します。 

市内公共施設等を活用し、障害のあ

る人の居場所作りを推進した。精神障

がい者家族会会員等の団体支援を行う

とともに、ケース対応や『もりやまの障

害福祉のしおり』を活用し広く活動の

周知を行っています。 

Ｂ 

障害福祉課 

家 族 間 の

交 流 や 居

場 所 づ く

りの促進 

障 害 の あ る 人 の

家族が参 画する 福

祉団体へ の支援 を

通じて、家族間の交

流や居場 所づく り

を促進し、当事者家

族の充実を図る。 

精神障がい者家族会会員等の団体支

援を通じて、家族間の交流や居場所作

りを促進するとともに、ケース対応や

『もりやまの障害福祉のしおり』を活

用し広く活動の周知を行っています。 

Ａ 

障害福祉課 

障 害 の あ

る 子 ど も

の 放 課 後

の 居 場 所

づくり 

障 害 の あ る 子 ど

もの放課 後の居 場

所づくりとして、放

課後等デ イサー ビ

ス事業を 引き続 き

行います。 

様々な障害特性に応じた放課後等デ

イサービスができたことで、ニーズに

合わせた支援が可能となり対象児の成

長・発達に寄与しています。 
Ｂ 

障害福祉課 

個 別 支 援

計 画 に よ

る 乳 幼 児

期 か ら 就

労 期 ま で

の 継 続 的

な支援 

発 達 支 援 セ ン タ

ーを中心とした、個

別支援計 画によ る

乳幼児期 から就 労

期までの 継続的 な

支援を行います。 

発達相談では、検査や面談を通して

子どもの発達像を見極め、発達段階や

特性に応じた支援を保護者や在籍校園

の職員が見直す機会としています。 

校園において個別支援計画を保護者

とともに作成し支援の継続が図られる

ように、会議や研修会等で働きかけて

います。 

また、個別支援計画を次のライフス

Ｂ 

発達支援課 



事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

テージに引き継ぎ、支援の継続や連携

を図るためのツールとして校園を中心

に活用されています。 

 

 

(ｵ) 交流拠点づくり 

事業名 取組内容 取組実績（R1-R3） 評価 所管課 

自 治 会 館

等 の 開 放

と バ リ ア

フリー化 

「わ」で輝く自治

会応援報 償事業 を

継続し、地域住民の

いきがい とふれ あ

いの場として、自治

会館等の 開放を 進

めるとともに、高齢

者等が参 加しや す

いよう、バリアフリ

ー化に努めます。 

「わ」報償事業にて交流メニューを

続けて実施することができ、自治会に

おいてこのメニューを活用した居場所

づくりや生きがいづくりの取組等の実

施に繋げています。 
Ｂ 

市民協働課 

市 民 提 案

型 ま ち づ

く り 支 援

事業 

市 民 提 案 型 ま ち

づくり支 援事業 を

継続し、市民公益活

動団体の自主的、自

発的に取 り組む ま

ちづくり 活動の 支

援を行います。 

市民提案型まちづくり支援事業にお

いて、毎年、交流に関わる事業は提案さ

れ、その多くが「子育て」関連の事業と

なっています。 Ａ 

市民協働課 

 

エ まとめ 

市が推進するいきがい活動ポイントについて、参加数は増加し、目標を達成す

ることができましたが、一方で、市民アンケートによる「いきがい活動をしてい

るものの割合」は約半数にとどまっています。新型コロナウイルス感染症の流行

により、これまでの集合形式での出前講座やサロンを中止・延期など、従来の活

動が制限されている影響が推察されます。また、「コロナ禍でストレスが増加した

要因」を聞いたところ、「外出する機会が減り、気分転換ができなくなったこと」

「友人・知人との交流が減ったこと」が上位であり、いきがい活動自体が実施で

きなかったことも推察されます。 

引き続き、いきがい・ふれあい活動はこころと身体の健康づくりにとって重要

であることを周知啓発し、いきがい・ふれあい活動への参加を促進します。 

  



第３章 総括と今後の方針 

１ 最終評価を踏まえた方針 

「第２次健康もりやま２１」の最終評価の結果を踏まえつつ、本市の今後の取組につ

いての方針を以下に示します。 

（1）生活習慣病 

（成果と課題） 

〇 国・県と同様に、本市においても健康寿命は延伸しています。 

〇 メタボリックシンドローム予備軍・該当者の割合は増加しており、さらなる取

組が求められます。 

〇 糖尿病の発症の増加を一定程度抑制でき、重症化予防も進んでいます。しか

し、半数以上の人が糖尿病の治療を継続できていない状況であり、治療継続に

向けた支援が求められます。 

〇 健康づくりの機運醸成や健康意識は向上していますが、具体的な取組改善に

は十分に至っておらず、さらなる取組が求められます。 

 
（国の考え方※） 
○ 健康づくりを考える上で踏まえるべき社会変化 

・ 総人口減少、高齢化の進展、独居世帯の増加 

・ 女性の社会進出、多様な働き方の広まりによる社会の多様化 

・ あらゆる分野でデジタルトランスフォーメーションが加速 

・ 次なる新興感染症も見据えた新しい生活様式への対応 

（生活習慣病） 

○ 健康寿命の延伸について 

・ 「健康寿命延伸プラン」（令和元（2019）年策定）にそって、令和 22（2040）

年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、75 歳以上とすることを

目指して、各種取組を推進する。 

○ 生活習慣病の発症・重症化予防 

・ ㇐次予防、⼆次予防、三次予防の各段階において、切れ⽬や漏れのない

対策が重要である。 

・ 引き続き「適度な運動」、「適切な食生活」、「禁煙」と「健診・検診の受

診」の取組を進める。 

・ 糖尿病については、患者の高齢化に伴った対策が重要となる。また、糖

尿病や肥満症、メタボリックシンドロームに対するスティグマを是正し

ていくことが求められる。 

・ メタボリックシンドロームについては中間評価以降、悪化傾向があり、

特定健康診査・特定保健指導においてより効果的な戦略を用いることが

必要である。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

▶市の方針 

生活習慣病有病者(予備軍)は増加し、生活習慣病を起因とする医療費は右肩

上がりの状況です。健康寿命の延伸を目標として掲げるなか、子どもから高齢

者まで、全ての人が健康的な生活習慣(適度な運動・適切な食生活・禁煙・健(検)

診受診)を身に付け、具体的な行動に移せるよう、関係機関・関係団体と連携し、

ライフステージ・ライフコースに応じた生活習慣病予防のための取組・啓発を

推進していきます。 



（2）栄養・食生活 

（成果と課題） 

〇 園・学校での給食を通じた栄養の確保と正しい食生活習慣の確立を図りまし

た。 

〇 第２次守山市食育推進計画が進める食育推進事業とともに、食育を推進しま

した。 

〇 「肥満の割合（20～60 代男性）（40～60 代女性）」は、国では男性のみ増加

傾向のところ、本市は男性、女性ともに増加傾向にあり、さらなる対策が求

められます。 

〇 食(育)への関心は高まっているものの、バランスのとれた食事に気をつけて

いる人の割合や決まった時間に３食食べている人の割合は計画策定時より

減少しています。 

〇 市民アンケートでは「バランスのとれた食事に気をつけている人の割合」は、

「青年期」「壮年期」での若い世代で割合が低く、健康無関心層、若い世代を

ターゲットにした、食を通じた健康づくり、望ましい食習慣を実践できるよ

う、さらなる取組が必要です。 

 

（国の考え方※） 

・ 特定健康診査・特定保健指導における肥満者への保健指導を充実させる。 

・ 女性のやせは、若い世代だけでなく 40 歳代〜50 歳代でも㇐定数おり、

フレイル予防の観点からも対策が必要である。 

・ 多様な社会経済背景やライフスタイルの中でどのような集団に課題が⼤
きいのかの把握を更に進めることが必要である。 

・ 誰もが⾃然に健康になれる⾷⽣活の実現に向けて、ターゲットに応じた

効果的な手法の検討が必要である。とりわけ、外食・中食の「食環境づく

り」の充実が求められる。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

食(育)への関心は高まっているものの、バランスのとれた食事に気をつけて

いる人の割合や決まった時間に３食食べている人の割合は計画策定時より減

少し、また、健康無関心層や若い世代をターゲットとした取組の強化が課題で

あるなか、ライフスタイルの多様化や新型コロナウイルス感染症の影響による

新しい生活様式を踏まえ、市民が健康的な食生活を選択し、実践できるような

施策を展開していきます。 

 

  



（3）身体活動・運動 

（成果と課題） 

〇 「日頃から意識的に運動やスポーツをしている人の割合」は、20～64 歳につ

いては、本市は改善傾向にあり、取組の成果が一定みられます。しかし、約

半数は運動習慣がなく、運動習慣の形成に向けた支援が求められます。 

〇 65～69 歳の「日頃から意識的に運動やスポーツをしている人の割合」は、男

性が悪化しており、身体活動・運動を定着化する取組が求められています。 

〇 「ロコモティブシンドロームを認知している人の割合」は、目標とする 80%

を大きく下回っており、高齢者の心身機能の低下を防止するためにもさらな

る普及啓発が重要です。 

 

（国の考え方※） 

・ 身体活動を計測できるウェアラブルデバイスやアプリケーションが数多

く開発されており、これらを活用した身体活動推進に取り組んでいく。 

・ 若年女性層に運動習慣のない人が多いことから、この層をターゲットに

含んだ取組を展開する。 

・ 高齢者の保健事業と介護予防の取組において、運動の奨励に取り組む。 

・ 新たな課題として座位行動に取り組む必要があると考えられる。「座位行

動」という用語を普及させるとともに、健康のために座位⾏動時間を減少

させることの重要性を啓発する。（車いす利用者や整形外科等の疾患を有

する⼈に配慮しながら啓発活動を展開する） 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

運動習慣者の割合の増加や運動しやすい環境の整備に取り組むことが、生活

習慣病の予防や社会生活の質を向上させ、健康寿命の延伸に繋がることから、

急速な高齢化の進展やライフスタイルが多様化するなか、気軽に身近に誰も

が、身体活動・運動に取り組むことができる機会を提供していきます。 

 

  



（4）たばこ 

（成果と課題） 

○ 「成人の喫煙率」は低いものの、横ばいで推移しており、禁煙希望者への支

援が求められます。 

○ 「喫煙が健康に悪い影響があると思っている人の割合」は、健康に影響のあ

る項目の認知度別にみると、認知度が低い項目もあり、妊娠出産に係る項目

では悪化しています。 

○ ネウボラ面接時に喫煙の影響や禁煙の必要性を妊婦や夫（パートナー）に対

して説明しており、妊婦の喫煙率は低下しているが、ゼロではないため、継

続した取組が必要です。 

○ 「COPD の認知度」は、市独自で実施している COPD 検診の成果もあり、約半

数を超え、国を大幅に上回っていますが、目標を達成しておらず、さらなる

普及・啓発が求められます。 

 

（国の考え方※） 

・ 「たばこ規制枠組条約」の趣旨に基づいたたばこ税率の在り方に対する

更なる検討、たばこ製品の警告表⽰に対する規制を組み合わせて強力に

進める。 

・ 受動喫煙の防止にむけ、「改正健康増進法」の法律の遵守状況のモニタリ

ング、違反者の取り締まりができる体制の整備、努力義務となっている家

庭や屋外での受動喫煙の曝露の低減にけた取組の推進。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

成人の喫煙率は低い傾向にあるものの、「喫煙が健康に与える悪い影響の認

知度」は、依然として低い状況にあります。未成年者や成人、妊婦などあらゆ

る世代の喫煙率の低下・受動喫煙の防止は、本人の健康はもとより、周囲の健

康、また次世代の健康の確保に寄与することから、引き続き、喫煙防止と喫煙

しない環境づくりを推進していきます。 

 

  



（5）アルコール 

（成果と課題） 

〇 適正飲酒の啓発を保健指導など様々な機会を捉えて実施しているものの、

「生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者」は、男性で変わらない、

女性で増加しており、さらなる普及啓発が求められます。 

〇 「未成年者の飲酒（男性）」が一定数おり、未成年に対する飲酒防止の普及啓

発が必要です。 

○ 妊娠中のアルコール摂取については、ネウボラ面接等を通じた啓発で減少し

ていますが、ゼロにはなっておらず、継続した取組が重要です。 

 

（国の考え方※） 

・ 保健指導の現場での減酒支援実施の促進及び㇐時的多量飲酒のリスクや

生活習慣病のリスクを高める量に関する知識の普及啓発活動を推進す

る。 

・ 特に未成年者の飲酒防⽌や女性の適正量を超えた飲酒の予防等の活動を

行っていく。 

・ 酒類業界において、アルコール飲料の広告・表⽰等における自主的な取組

を引き続き推進する。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

アルコールは様々な健康障害(肝機能障害・高血圧等)と関連が深く、国が

推進する第３期がん対策基本計画においては、予防可能なリスク要因の一つ

として、過剰飲酒が挙げられています。 

アルコール対策を推進することで、がん患者や生活習慣病患者の減少を目

指すとともに、引き続き、未成年・妊婦の飲酒をなくすための啓発を推進し

ます。 

 

  



（6）歯と口腔の健康 

（成果と課題） 

〇 中学１年生で虫歯のない者の割合は目標を達成するなど、こどもの口腔機

能の保持増進が図れました。 

〇 市民アンケートの結果では、定期的に歯科健診を受診する者は増加をする

など、歯科口腔保健への関心、高まりが伺えます。 

〇 「定期的な歯科受診」「適切なブラッシング方法の定着」など、これまでの

生活習慣を変える（行動変容を促す）取組の実施が必要です。 

〇 高齢期における口腔機能の状況評価の適切な評価ができる体制が必要で

す。 

〇 障害のある人や要介護者に対しては、歯科口腔保健を推進するために必要

な環境整備が求められています。 

 

（国の考え方※） 

・ 口腔機能の維持・向上に係る取組は、乳幼児期、学童期では食育、高齢期

では介護予防で実施されているが、その他のライフステージでは十分で

はなく、各ライフステージに応じたポピュレーションアプローチが必要

である。 

・ 歯周病を有する者は減少しておらず、歯周病の発症・重症化予防への関⼼
を高めるための普及啓発の推進、生活習慣の改善やセルフケアの実践、定

期的な歯科健診の受診が重要である。 

・ 歯科健診の受診率が特に若年層で低いことから、ここをターゲットにし

た取組が重要である。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

ライフステージに応じた歯科予防の取組を推進し、定期的な歯科受診や適切

なブラッシング方法の定着など、歯科疾患の予防・口腔機能の維持向上に取り

組みます。障害のある人や要介護者に対しては、歯科口腔保健を推進するため

に必要な環境整備を進めます。 

 

  



（7）健康診査 

（成果と課題） 

○ 市が実施するがん検診の受診率は低位であり、受診率向上に向けた取組が求

められます。 

〇 特定健康診査の受診率は改善傾向にありますが、目標には達成しておらず、

新規受診者の確保に向けた取組が必要です。 

〇 従来の対面や訪問による特定保健指導の他に、WEB システムを活用した特定

保健指導を行うことで、実施率は改善傾向にあります。今後も対象者が参加

しやすい体制を整備することが重要です。 

〇 乳幼児健診に係る指標は、概ね目標を達成しており、引き続き、対象者が利

用しやすいよう事業を推進していきます。 

 

（国の考え方※） 

・ がん検診の受診の手続きの簡便化、効果的な受診勧奨方法の開発、職域に

おけるがん検診との連携等、より効率的・効果的な施策を実施する。 

・ 特定健康診査・特定保健指導実施率はこの 10 年間に顕著な上昇を認めた。

メタボリックシンドロームについては中間評価以降、悪化傾向があり、今

後の特定健康診査・ 特定保健指導においてより効果的な戦略を用いるこ

とが必要である。 

・ 保健指導、予防プログラムへの ICT 活⽤を普及することが必要である。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による、健(検)診の受診控えによ

り、生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療の遅れが懸念されるなか、

あらゆる機会を通じ、健(検)診の必要性を周知徹底し、受診率向上に向けた

施策を展開していきます。 

  



（8）休養・こころの健康 

（成果と課題） 

〇 「自殺者数」は変わらない、「自殺率」は目標値に抑えられています。 

〇 児童・生徒へのメンタルヘルス予防教育を推進し、援助希求能力の向上と自

尊感情の育成を推進しています。 

〇 「睡眠による休養が十分に取れていない者の割合」は、女性で悪化し、国を

上回っており、対策が求められます。 

〇 「１か月間にストレスや不満、悩みなどを感じている者の割合」は目標値を

達成しておらず、横ばいで、仕事内容、自身の健康、経済的な不安が多くな

っています。 

 

（国の考え方） 

国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21

（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ  

・ 生活習慣病とうつ病や不安症が高率で併存する報告があり、こころの健

康と他の分野（循環器疾患、糖尿病、飲酒、食生活・栄養、身体活動・運

動、喫煙、歯と口腔の健康など）との連携が求められる。 

・ ストレスチェックを含め、職場等でのメンタルヘルスに関する措置を受

けられる者を増やしていく必要がある。 

・ 睡眠時間の妨げの原因の解消に向けた「働き方改革」の取組、企業のワー

クライフバランスのより㇐層の推進が不可欠である。 

・ 睡眠時間確保の妨げになっている点についてより具体的な改善方法、よ

り質のよい睡眠を得るための運動等日中の過ごし方等を含めた「処方箋」

を年代別に⽰し、学校や企業等での取組を強化するといったことが求め

られる。 

 

新自殺対策大綱 

・ 子ども・若者の自殺対策のさらなる推進・強化 

・ 女性に対する支援の強化 

・ 地域自殺対策の取組強化 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進など、総合

的な自殺対策のさらなる推進・強化 

 

▶市の方針 

こころの相談件数が増加し、また相談内容が複雑・多様化するなか、こころ

の健康の保持増進が図れるよう、休養やうつ病などについての正しい知識の普

及啓発を推進するとともに、関係機関や関係団体と連携し、支援を必要な人が

適切な支援が受けられるよう、相談機関の周知啓発に努めます。 

  



（9）いきがい・ふれあい 

（成果と課題） 

〇 市民アンケートにおいて、約半数がいきがい活動をしているが、一方で約３

割がいきがい活動をしていない。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響により、従来の活動が制限され、新しい生

活様式を踏まえた活動が求められています。 

 

（国の考え方※） 

・ 就労、ボランティア、通いの場といった居場所づくりや社会参加の取組に

加え、より緩やかな関係性を含んだつながりを各人が持つことができる

環境整備を行う。 

・ 関係省庁と連携し、無関心層が意識せずとも自然に健康になるような、社

会全体として個人の健康を支え、守る環境やまちづくりに努めていく。 

・ 事業所、自治体、保険者等の多様な主体が参加した健康づくりの取組を各

地域において㇐層推進することが必要。 

・ 地域包括ケア・地域共生社会の一層の推進。 
※国民健康増進のための総合的な推進を図るための基本的な方針（案）、健康日本 21（第二次）最終評価報告書よりとりまとめ 

 

▶市の方針 

少子高齢化の進展や疾病構造の変化が進み、また、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響により、新しい生活様式の実践が求められるなか、子どもか

ら高齢者まで全ての人々がいきがいを持ち、健やかに心豊かに生活すること

は心と身体の健康づくりに重要なことであることから、誰もがいきがい活動

をできるよう、環境づくりや情報提供に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 後継計画の策定の考え方（概念図） 

 

 成 果  
ア 生活習慣病 
・ 糖尿病の増加を一定程度抑制でき、重症化予防も進んだ。 

イ 栄養・食生活 
・ 食への関心は高まり、食育計画とともに食育を進めた。 
ウ 身体活動・運動 

・ 「日頃から意識的に運動やスポーツをしている人の割合」
は改善傾向。 

エ たばこ 

・ 妊婦の喫煙率は低下している。 
・ 「COPD の認知度」は約半数と高く、国を上回っている。 
オ アルコール 

・ 妊婦のアルコール摂取は減少。保健指導等で適正飲酒を啓
発。 

カ 歯と口腔の健康 

・ こどもの口腔機能の保持増進が図れた。 
・ 歯科口腔保健への関心を高めた。 
キ 健康診査 

・ 特定健康診査・特定保健指導の実施率は改善傾向。 
・ 乳幼児健診に係る指標は、概ね目標を達成。 
ク 休養・こころの健康 

・ 自殺率は目標値にまでに抑えることができた。 
ケ いきがい・ふれあい 
・ 約半数の人がいきがい活動を行っている。 

 課 題  
ア 生活習慣病 
・ メタボリックシンドローム予備群・該当者が増加。 

・ 糖尿病の治療継続に向けた支援が必要。 
・ 健康づくりの具体的な取組改善は不十分。 
イ 栄養・食生活 

・ 男性、女性ともに肥満が増加傾向。 
・ 健康無関心層、若い世代をターゲットにした、食を通じ

た健康づくりが必要。 

ウ 身体活動・運動 
・ 約半数の人が運動習慣がない。 
・ リタイア後の身体活動・運動機会の確保が必要。 

・ ロコモの認知度が低い。 
エ たばこ 
・ 禁煙希望者への支援。受動喫煙防止の徹底。 

・ 喫煙の健康への悪影響の認知度が低い項目もあり、妊娠
出産に係る項目は悪化。 

・ 妊婦の喫煙率をゼロにする必要がある。 

オ アルコール 
・ 生活習慣病を高める量の飲酒者は、男性で変わらない、

女性で増加。 

・ 妊婦のアルコール摂取をゼロにする必要がある。 
・ 未成年に対する飲酒防止の普及啓発が必要。 
カ 歯と口腔の健康 

・ 定期的な歯科受診、適切なブラッシングなどの生活習慣
を変える（行動変容を促す）取組の実施が必要。 

・ 歯科口腔保健を推進するために必要な環境整備。 

キ 健康診査 
・ がん検診の受診率は低位。特定健康診査の受診率は目標

未達成。 

ク 休養・こころの健康 
・ 「睡眠による休養が十分に取れていない者の割合」は、

女性で悪化し、対策が必要。 

・ 仕事内容、自身の健康、経済的な不安がある人が多い。 
ケ.いきがい・ふれあい 
・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、従来の活

動が制限され、約３割はいきがい活動を出来ていない。 

 今後の方針  
ア 生活習慣病 
・ ライフステージ・ライフコースに応じた生

活習慣病予防のための取組・啓発を推進す
る。 

イ 栄養・食生活 

・ 市民が健康的な食生活を選択し、実践でき
るような施策を展開する。 

ウ 身体活動・運動 

・ 気軽に身近に誰もが、身体活動・運動に取
り組むことができる機会を提供する。 

エ たばこ 

・ 禁煙/受動喫煙防止と喫煙しない環境づく
りを推進する。 

オ アルコール 

・ 未成年者/妊婦のアルコール摂取をゼロに
する。 

・ がん、生活習慣病のリスク低減のため、ア

ルコール対策を推進する。 
カ 歯と口腔の健康 
・ 幼少期からのフッ化物洗口とブラッシング

を一体的な取組として実施する。 
・ オーラルフレイルへの対策を推進する。 
キ 健康診査 

・ 健(健)診の必要性の周知徹底。 
・ 健(健)診の受診率向上の施策を展開。 
ク 休養・こころの健康 

・ 休養やうつなどについての正しい知識の普
及啓発を推進する。 

・ 支援を必要な人が適切な支援が受けられる

よう、相談機関の周知啓発に努める。 
ケ いきがい・ふれあい 
・ 新しい生活様式を踏まえた「いきがい・ふ

れあい活動」できる仕組みづくりを推進す
る。 

 国民の健康の推進に関する基本的な方向 
 
〇 健康寿命の延伸・健康格差の縮小 

〇 個人の行動と健康状態の改善 
〇 社会環境の質の向上 
〇 胎児期から老齢期に至るまで人の生涯を掲

示的に捉えた健康づくり（ライフコース） 

後継計画へ 



参考「次期国民健康づくり運動プラン（令和６年度開始）策定専門委員会 資料」 

国では、令和４年 12 月 26 日に第５回の「次期国民健康づくり運動プラン（令

和６年度開始）策定専門委員会」を開催し、その資料として「国民の健康の増進を

図るための基本的な方針 骨子（案）」を示しています。併せて、「これまでの資料

のまとめ」として次期プランのビジョンと方向性を以下の通り示しています。 

 

 
 

 


